
大阪農業・農空間のあり方検討部会について 

 

本プランの策定にあたっては、農業を巡る社会・経済情勢を的確に把握し、府の農業の実態に
即したものにする必要があることから、⼤阪府農業振興地域整備審議会に環境農学・都市計画
学、農業経済学、経済政策の学識経験者、及び若⼿農業者、農業法⼈経営者、⾷品産業の
関係者からなる専⾨部会である「⼤阪農業・農空間のあり⽅検討部会」を設け、平成 28 年 11
⽉から平成 29 年 2 ⽉までの間に開催した 4 回の会議において、議論を重ねてきました。 

 
 【委員名簿】 

部会委員 役   職 分  野 

増⽥ 昇 ⼤阪府⽴⼤学⼤学院 教授 緑地計画学・都市計画学 

藤⽥ 武弘 和歌⼭⼤学観光学部 教授 農業経済学 

和⽥ 聡⼦ ⼤阪学院⼤学経済学部 教授 経済政策・競争政策・規制改⾰ 

⽊下 健司 キノシタファーム 代表 若⼿農業者（岸和⽥市） 

霜野 要規 (株)シモノファーム 代表取締役 農業法⼈経営者（堺市） 

⾼井⿇紀⼦ カタシモワインフード(株) 1914 年設⽴のワイナリー経営者 
（柏原市） 

 
 【検討経過】 

○第 1 回検討部会 
開催⽇︓平成 28 年 11 ⽉ 7 ⽇（⽉） 
議  題︓新おおさか農政アクションプランの位置付けと⼤阪農政の現状と課題について 
       新おおさか農政アクションプランの⽬指す⽅向性について 

○第 2 回検討部会 
   開催⽇︓平成 28 年 12 ⽉ 7 ⽇（⽔） 
   議 題︓新たなおおさか農政アクションプランの重視する考え⽅と⽬指す⽅向性について 

新たなおおさか農政アクションプランの⻑期⽬標と主な取組みについて 
 ○第 3 回検討部会 
   開催⽇︓平成 29 年 1 ⽉ 11 ⽇（⽔） 
   議 題︓新たなおおさか農政アクションプランの中期⽬標について 
         新たなおおさか農政アクションプランの個別施策について 
 ○第 4 回検討部会 
   開催⽇︓平成 29 年２⽉ 24 ⽇（⾦） 
   議  題︓新たなおおさか農政アクションプランの素案について 
         その他 
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○⽬標年次
現⾏プランの成果を踏まえるとともに、⻑期的に⼈⼝減少社会が進展して
いく社会情勢を⾒通しつつ、10年後に実現をめざす農政の姿を設定し、５
年後を⽬標年次とした取組を⽰す（計画期間H29〜H33）

○将来像
⼤阪らしい豊かな府⺠⽣活が実現できるよう、府⺠とともに農を活かし、農
業・農空間が有する農産物の⽣産・供給を基礎として多様な機能が発揮さ
れ、次代に継承していくことをめざす

府⺠とともに未来へつむぐ豊かな「農」

○３つの⽅向性
府⺠⽣活において農業・農空間が将来にわたって果たす役割に着⽬し、
【しごと】【くらし】【地域】をテーマに以下の３つの⽅向性を設定する。
現⾏プランで『ひと』『もの』『空間』の３つの柱を対象に進めてきた施策は相
互に関連することから、有機的に結び付けることで、より府⺠に分かりやすく、
効果的に施策を推進する。

新たなおおさか農政アクションプラン（素案）の概要

○（現⾏）おおさか農政アクションプラン（期間H24〜H28）
⼤阪府新農林⽔産振興ビジョンの基本⽬標『府⺠とともにめざす豊かな「⾷とみどり」の創

造』を実現するため、「多様な担い⼿の育成・確保『ひと』」、「⽣産振興・地産地消の推進
『もの』」、「農空間の保全・活⽤『空間』」の３つの柱で具体的な施策と⽬標を定めて推進

⇒現⾏プランの期間満了により29年度以降の新たなプランを策定

○都市農業振興基本計画（H28.5閣議決定）
・都市農業振興基本法（H27.4）に基づき、法の基本理念「多様な機能の適切かつ⼗
分な発揮と都市農地の有効な活⽤及び適正な保全」「良好な市街地形成における農と
の共存」「国⺠の理解の下に施策の推進」を踏まえて、都市農業の持続的な振興を図る
ための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、国が基本計画を策定
・「地⽅公共団体は、基本計画を基本として、当該地⽅公共団体における都市農業の振
興に関する計画（地⽅計画）を定めるよう努めなければならない（法第10条）」

⇒新プランを法に基づく府地⽅計画として位置づけ

策定の背景

１．農業でかっこよく働こう︕
ー「重要な産業」としての⼤阪農業の振興ー

⑴ビジネスマインドを持つ農業者の育成
○⼤阪アグリアカデミアなどによる農業者の経営農⼒強化⽀援『ひと』など
⑵農業を新たな「仕事」にできる機会の拡⼤
○「新規就農村」の開設など新規就農者の参⼊促進と定着に向けた取組『ひと』など
⑶農業ビジネスを加速させる技術開発・普及・農地利⽤の促進
○研究機関などとの連携によるICT・ロボット技術等の⾰新的農業技術の開発『もの』
○規模拡⼤農業者や新規参⼊者・企業に農地を集積できる仕組みづくり『空間』など
⑷地産地消を⽀える農業者の育成と⽣産の振興
○⼤阪版認定農業者の育成による⼤阪産（もん）の供給量の拡⼤『ひと』
○農産物の⽣産を⽀える農業施設のファシリティマネジメント『空間』など
⑸⼤阪産（もん）の全国ブランドとしての流通や海外販売
○戦略品⽬を定め、⽣産とマーケティング、販売が⼀体となったブランド展開『もの』など

取り組む施策

２．農でくらしを愉しもう︕
ー農を⾝近に感じ愉しめる機会の充実ー

⑴農を知る機会の充実
○メールマガジンやfacebookなどでの効果的な情報発信『もの』など
⑵⼤阪産（もん）を⾷べる機会の充実
○農産物直売所の魅⼒向上や府⺠に⾝近な購⼊場所と機会の提供『もの』など
⑶農業・農空間での交流・体験機会の充実
○JAなどの農産物直売所の交流・体験拠点としての活⽤促進『ひと』など

３．農空間をみんなで活かそう︕
ー⼤阪農空間の多様な機能の発揮促進ー

⑴農業・農空間での活動に参加しやすい仕組みづくり
○交流プログラムの発信や相談窓⼝の設置などを⾏うプラットフォームづくり『ひと』など
⑵農を活かした地域づくりの推進
○地域協働や府⺠協働による農空間の多⾯的機能の保全・活⽤『空間』など
⑶地域⼒による安全安⼼の確保
○ため池のハザードマップ作成や耐震診断など総合的な防災減災対策の推進『空間』など

毎年度PDCAサイクルによる進⾏管理を実施（⼤阪府農業振興地域整備審議会に設置する有識者の部会にて評価・点検、その内容を踏まえて取組を⾒直し、審議会に報告）

・エコ農産物等、地域ブランド農産物・加⼯品のミニ産地育成や定年帰農者の出荷⽀援等による品揃えの充実
・レストランの併設やイベント開催等による直売所の魅⼒向上
・地元農産物の物語性や個性の紹介
・都市住⺠が参加できる農業体験や交流活動の拠点としての機能強化
・農業体験・⽣産者との交流活動のさらなる情報発信

●農空間づくりに気軽に参加できる新たなプラットフォームづくり

ひ と も の 空 間

１． 【しごと】 農業でかっこよく働こう！

２． 【くらし】 農でくらしを愉しもう！

３． 【地 域】 農空間をみんなで活かそう！

・府⺠が農業農空間を愉しみ、交流するプログラムの発信、相談窓⼝の設置
・農業ボランティア、半農半X等、府⺠の農を活かした活動機会の充実
・企業のCSR活動のフィールドの提供や地域のサポーターになる取組推進 等

・CSV（本業における社会貢献）を念頭に置いた農業ビジネススクール
（⼤阪アグリアカデミア）の運営
・経営コンサルタントの派遣（経営強化コンサルプロジェクト）
・経営強化プランコンテストの開催（おおさかNo-1グランプリ）
・⼈材確保のサポート（戦略型農業⼈材マッチング）

◆⼤阪アグリアカデミア

◆おおさかNo-1グランプリ

＜公⺠連携による推進体制イメージ＞

新プランの将来像と３つの⽅向性

●農業者の経営⼒強化⽀援の充実しごと

くらし

地域

＜10年後の姿＞
農業経営体の販売額の増加 ２００億円→２４０億円

＜10年後の姿＞
府⺠が⼤阪産（もん）に直接ふれられる拠点数
（直売所及び販売所）の増加 ４７０件→７１２件

＜10年後の姿＞
地域の特⾊を活かした農空間づくりを全市町村で実施

２８市町村→４３市町村

●農産物直売所の魅⼒向上
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「新たなおおさか農政アクションプラン」(素案) 
 

 

【アクションプランの構成（案）】 

 

Ⅰ 新たなおおさか農政アクションプランの位置づけ 

Ⅱ 都市農業が有する多様な機能の現状 

Ⅲ 現状と課題 

Ⅳ 重視する考え⽅と将来像 

Ⅴ ⽬指 ⽅向性 １０年後 姿 

Ⅵ 取り組む施策とその⽬標 

Ⅶ     進⾏管理 

Ⅷ 各主体の役割 

Ⅸ 都市農業振興基本計画への本プランの対応 

 

※参考資料 

○課題と兆し（個別シート） 

○個別施策シート  
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Ⅰ 新たなおおさか農政アクションプランの位置づけ 

１．⼤阪府新農林⽔産業振興      関係 ⽬標年次 

⼤阪府新農林⽔産業振興     基本⽬標『府⺠       豊  「⾷とみどり」
の創造」を実現するため、現農政アクションプランの成果を踏まえ、⻑期的 ⼈⼝減少社会
 進展    社会情勢 ⾒通    １０年後 実現 ⽬指 農政 姿 設定し、５
年後 ⽬標年次   取 組 を⽰し、推進を図ります。 
 
 
■ 新農林⽔産業振興       
H14 年 (2001)   H23 年 (201１)              H37 年（2025） 

(⽬標年）                       ｜⾒通   
           
          
  ■ 新農林⽔産業振興     ｜取り組み⽅向    
        H24 年 (2012)         H33 年 (202１)  
            (⽬標年） 

          

  ■ おおさか農政アクションプラン    
   H24 年 (2012) H28 年 (2016)    
      (⽬標年）   
   
   □ 新たなおおさか農政アクションプラン   
    H29 年 (2017) H33 年 (2021) H38 年 (2026) 

    (5 年後 ⽬標）   (10 年後 姿）
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２．都市農業振興基本計画との関係 

都市農業振興基本法（H27.4 制定）   都市農業 振興 関  基本理念  
   多様 機能 適切  ⼗分 発揮 都市農地 有効 活⽤及 適正 保全  良
好 市街地形成    農  共存  国⺠ 理解 下 施策 推進  掲        

  理念    都市農業 都市住⺠  顔 ⾒      営      ⾷ 安全安
⼼ 農業 農村  理解促進             宅地 公共施設 予定地等  
なされてきた都市農地が⼈⼝減少等に対応した環境共⽣型の都市形成に重要な役割を
果たすこと等の視点から、都市農業振興基本計画（H28.5 閣議決定）が農業政策・都
市政策双⽅の政策転換の始まりとして策定されました。 

これらを受けて、新たな農政アクションプランは都市農業振興基本法に基づく、⼤阪府版
 地⽅計画 兼       本            府⺠ 期待   農業⽣産   府
⺠ 農業 農産物 触  愉   味  機会 創出   府⺠ 参画   農業理解 
促進    視点 今後 取 組  府⺠    進           加   都市農
業の多様な機能の発揮や、都市と緑・農が共⽣するまちづくりに向けて、⼤都市地域にふさ
わしい⼟地利⽤ 取組  進  ⾏     

対象   地域  ⼤阪府都市農業 推進及 農空間 保全 活⽤ 関  条例
（H20.4 施⾏）     都市農業  府⺠ 新鮮 安全安⼼ 農産物 供給    
   多様 公益的機能 発揮    府 区域    ⾏     農業     定義
していることから、府内全域とします。 

＜参考＞ 
【都市計画】 
・岬町の⼀部を除き、ほぼ全域が都市計画区域 
【農業地域類型】 
・農林⽔産統計    農業地域類型 本府 ９割 
（旧市区町村数）が都市的地域 
・能勢町（全域が中間地域）、千早⾚阪村（⾚阪 
地域︓中間、千早地域︓⼭間）の２町村以外は 
全ての市町に「都市的地域」が含まれている。 
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Ⅱ 都市農業が有する多様な機能の現状 
  都市農業振興基本法では、都市農業が持つ多様な機能として、「農産物を供給する
機能」「防災の機能」など、６つの機能が挙げられています。ここでは、これらの機能が⼤阪
府域でどのように発揮されているかを、地域の取組と合わせて紹介します。 
 
１．農産物を供給する機能 

 都市住⺠ 地元産 新鮮 農産物 供給  機能  
 
①⼤阪 ⾷料⾃給率 農業産出額及 主要品⽬ 

⾷料⾃給率 都道府県別               
１％と低い数値となっていますが、約 880 万⼈の⼈⼝を 
擁する⼤都市であることを踏まえると、⽣産額ベースの５％ 
  近畿 他府県 ⽐較  遜⾊  量 農産物 都市 
住⺠ 提供    といえます。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
農業産出額の内訳は野菜（４４％）、果実（１６％）を中⼼に⾝近で新鮮な農

産物 都市住⺠ 提供     全国有数 収穫量 誇 品⽬       
 
 
 

 
 
 
 
 

デラウエア ⽔なす 

しゅんぎく 

⼤阪府 近 畿 全 国 

〈農業産出額の内訳〉                ※平成 26 年⽣産農業所得統計（農林⽔産省） 
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②農産物直売所 店舗数 販売⾦額   
販売額、出荷者数ともに⼤幅に増加

しており、⽣産者にとって主要な出荷先の
⼀つとなるとともに、消費者にとっては新鮮
な地場産農産物が購⼊できる店舗として
定着しています。 
 
 
 
 
 
２．防災の機能 

 災害時における延焼の防⽌や地震時における避難場所、 
仮設住宅建設⽤地等    防災空間    機能  

 
①⼤阪の農空間の防災機能の貨幣価値 

⽣産緑地 2,036 ヘクタール（H27 ⼤阪府調べ）を、災害時に避難地など市街地のオ
ープンスペースとして活⽤すると仮定した場合の貨幣価値試算は６１．１億円／年にも
上ります。 
 
②防災協⼒農地 登録状況 
 農地 災害時 避難空間 仮設住宅建設⽤地等   活⽤  住⺠ 安全確保 復
旧活動 円滑化 図 取組  進 、地域の防災・減災に寄与しています。 

 
 
 
 
 
 
 

 

  

⼤阪府内 ⾯積(ha) 
(H28.3 末) 開始年度 

寝屋川市 18.8 H15 

守⼝市 4.3 H20 

⾙塚市 14.4 H20 

堺市 8.5 H23 

⾼⽯市 0.2 H26 

⼤東市 1.7 H27 

「こーたりーな」（泉佐野市）
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③農業⽤⽔を活⽤した防災活動に関する協定 
 ⼤規模地震時の防災活動に、ため池等の農業⽤施設の農業⽤⽔を⽤いることができる
協定 市町村 ⼟地改良区 ⼤阪府等 締結  災害時 想定  防災訓練 実施 
れている。 

防災協定締結の団体名 受益⾯積
(ha) 

光明池⼟地改良区  
和泉市、⾼⽯市、泉⼤津市 243 
件⽔利組合 ⾙塚市 15
泉南市⼟地改良区 泉南市 502
⻄台原⼟地改良区 阪南市 65
⽊積⼟地改良区 ⽊積上⽅  
⽊積下⽅⽔利組合 ⾙塚市 39 

神安⼟地改良区 ⾼槻市  
茨⽊市、摂津市 272 

⾼槻市東部⼟地改良区 
⾼槻市、島本町 162 

 
 
３．良好 景観 形成 機能 
   緑地空間 ⽔辺環境 提供  都市住⺠         潤       機能  
 
①棚⽥ふるさとファンクラブの運営 
 平成 11 年 11 ⽉から会員募集を開始し、ボランティア会員 250 ⼈（平成 28 年 10
⽉末）が地元農家とともに農作業や保全活動に取り組んでいます。 
 
■棚⽥の保全⽀援事業 

地区名 豊能町 牧地区 千早赤阪村 下赤阪地区

面 積 18.4ha 6.1ha
組織名 牧農空間活性化協議会 下赤阪棚田の会

設 立 平成 22 年１月 24 日 平成 12 年３月 26 日

会員数 123 人 15 人

活動回数 ６回（28 年度予定） ７回（28 年度予定）

活動状況  
 
 
 
 
 
 
 
 

草刈状況 

 
 
 
 
 
 
 
 

イモ収穫 
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［ため池の清掃活動状況（和泉市 光明池）］

②ため池オアシス 
都市部にあるため池は、地域の貴重な⽔辺として 

親しまれ、地域住⺠ 共 保全管理されています。 
（府内ため池環境コミュニティ１８団体） 
 
③レンゲ⽶ 

エコレンゲ⽶の栽培により、春にはレンゲの花が咲
く美しい景観を提供しており、環境保全・農地保全
 重要性 府⺠ 伝  役割 果    ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④コスモス植栽 
 地域活動 中      植栽   ⾏  景観 形成 寄与   ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．国⼟・環境の保全の機能 
        都市 緑    ⾬⽔ 貯留 浸透 地下⽔   養  

⽣物多様性 保全等 資  機能  
 
①⼤阪の農空間の国⼟・環境保全機能の貨幣価値 

⽔⽥ 持 ⽔資源  養機能 農地 国⼟管理機能（国⼟ 荒廃 防 ） 貨幣

[     （     ⽶） 栽培（富⽥林市）]  ［エコレンゲ⽶の栽培（枚⽅市）］ 

［コスモスロード（⾼槻市 三箇牧）］ ［ワンデイウォーキング（富⽥林市 東条）］ 
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価値試算は 164.1 億円／年（⽔資源かん養機能  49.1 億円 + 国⼟管理機能
115.0 億円）に上ります。 
 
②⽣物多様性の保全 
  ⼤阪 農空間   多様 ⽣物 ⽣息    環境 守 活動 ⾏        
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［ため池の⽣き物調査の様⼦（⼤阪狭⼭市 狭⼭副池）］ ［ため池の外来⿂駆除の様⼦（堺市 天濃池）］ 

[⼦供たちにため池の役割を紹介するなど⾝近に感じてもらうための「ため池こども新聞」 年 1 回発⾏] 

8



５．農作業体験 学習 交流 場 提供  機能 
         都市住⺠ 学童 農業体験 学習 場及  

⽣産者 都市住⺠ 交流 場 提供  機能  
 
①市⺠農園 体験農園 

都市 住 府⺠  ⾝近 農  
ふれあえる場を提供しています。 
 
 

 
 
市 ⺠ 農 園  開 設 状 況                         （農 と緑 の総 合 事 務 所 調 べ） 

 
 
②学習農園・農空間なっとく出張教室 

⼦どもたちに農業を体験してもらう場として農地
が活⽤されています。また、  池 ⽔路  農空 
の役割を学ぶ場として活かす取組も⾏     
す。 
 
 
 
 
 
 
 

  

 Ｈ１７ Ｈ１９ H23末 H24末 H25末 H27末

農 園 総 件 数  650 709 600 622 489 394 

農 園 総 ⾯ 積 （ha） 73.8 78.9 72.9 72.6 71.4 64.9 

《府内参加者数》   （⼈）
  H25 H26 H27 

学習農園 11,339 14,143 10,465 

出張教室 5,343 9,519 7,809 

※上記参加者数は学習農園、農空間なっとく出張教
室とも府が関与して実施されたものを集計 

［府職員     池環境学習（熊取町⽴南⼩学校）］ ［学習農園  稲刈 （松原市⽴三宅⼩学校）］ 
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③交流 
農空間         農業体験      通   都市住⺠ 農家 交流が図られ

ています。（H27年度︓イベント開催２５回等 約36,500⼈の参加  農政室調べ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．農業 対  理解 醸成 機能 

 ⾝近 存在  都市農業 通   都市住⺠ 農業  
農業政策 対  理解 醸成  機能  

 
①⼤阪産（  ） 率先  購⼊    思 府⺠ 割合 

⼤阪産（  ） 率先  購⼊    
府⺠ 割合 概 ５０％前後 範囲  
推移しており、⾝近な農産物に対するニ 
ーズが⾼いことを⽰しています。 
 
 
 
 
 
②⼤阪産（もん）ロゴマークをもちいたプロモーション 
○HP やＳＮＳを活⽤した情報発信 
・⼤阪産（もん）の専⽤のホームページやメールマガジン（⼤阪産 
（もん）ファン通信）、Facebook 等により積極的な情報発信を 

⾏     。 
○⼤阪産（もん）イベントでのＰＲ 
・H23 年度    ⼤阪産（  ） ⾒  触   ⾷   

［⼦どもたちの農業体験（泉南市 紀泉わいわい村）］ ［都市住⺠ 地元農家 交流     
（⾙塚市 奥⾙塚・彩りの⾕ たわわ）］ 

42.6%
54.1% 53.6%

50.1% 48.6% 48.4%

0%

20%

40%

60%

H22 H23 H24 H25 H26 H27

（府⺠     結果）
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楽しめる⼤阪産（もん）のシンボルイベント、「⼤阪産（もん） 
⼤集合」を開催し、消費者 認知度を⾼めています。  

・空港等の主要なターミナルや⾸都圏での催事出展により府域 
外の消費者や事業者へＰＲ ⾏     。 
 
 
 
 

（３）⼤阪いいもん・うまいもん市 
・⼤阪産(もん)などを期間限定で通常価格の 
３割引きで販売し、府域外にも⼤阪 魅⼒ 
を発信しています。 

 
 
 
 
○農業祭 
 農業者    農産物 加⼯品 販売 通  ⾝近 ⼤阪農業 対  理解 促進し
ています。 
 

地区 開催市町村・団体 推定来場者数 

北部 １０市町 １４ １５万⼈

中部 ５市・ＪＡ等 7 万 5 千⼈ 

南河内 9 市町村・ＪＡ 不明 

泉州 ５市町 約１２万⼈ 

※産業関係イベント及び収穫祭等の農業関係イベント含む 

 
 
 
 
 
 
 
 

［⼤阪いいもん・うまいもん市］ 

［⼤阪産（もん）⼤集合］ 

［泉佐野市農業祭］ 
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Ⅲ 現状と課題 

１．おおさか農政アクションプラン（H24 H28）の取組と成果 
平成 24 年３⽉ 策定        農政         の３つの柱である『ひと』『もの』

『空間』での取組とその成果をまとめると以下のとおりとなります。 

（１）多様な担い⼿の育成・確保 『ひと』 

①主⼒   農業者 育成確保 
 ⽬標 販売⾦額 500 万円以上 850 経営体 

【Ｈ27 年度末実績  747 経営体 

②企業及び新規就農者の参⼊促進 

【⽬標】参⼊者数(H23 32) 企業 52 社、就農 121 ⼈  

【Ｈ27 年度末実績】 企業 31 社、就農 86 ⼈ 

③地産地消を担う⼤阪版認定農業者の⽀援 

【⽬標】直売所出荷者数 10,000 ⼈  

【Ｈ27 年度末実績】 10,131 ⼈ 

④地域の営農を⽀える新たな担い⼿の育成・確保 

【⽬標】農作業受託⾯積 500ha  

【Ｈ27 年度末実績】 443ha 

⑤準農家制度 推進 

【⽬標】準農家数(H23 32) 166 ⼈   

【Ｈ27 年度末実績】 85 ⼈ 

    

（２）⽣産振興・地産地消の推進 『もの』 

①⼤阪産（  ）     化 確⽴ 6 次産業化の推進 
 ⽬標 認知度 60%   

【Ｈ27 年度末実績】 46.3％ 

②農産物直売所 核   販売農家 地域 元気⼒向上 

 ⽬標 直売所販売⾦額  85 億円   

【Ｈ27 年度末実績】 83 億円  

   
 
 
 
 

 

販売規模別農業者数の推移 

新規参⼊者の推移 

（％） 
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③農産物の安全・安⼼確保 

【⽬標】⼤阪エコ農産物認証⾯積 540ha   

【Ｈ27 年度末実績】 533ha 
 

 

 

 

 

 

（３）農空間の保全・活⽤ 『空間』 

①遊休農地対策の推進 

【⽬標】解消・未然防⽌   解消(H20 24) 250ha  
【Ｈ27 年度末実績】  228ha 

【⽬標】解消・未然防⽌(H25 29) 400ha     
【Ｈ27 年度末実績】  296ha 

②農空間 保全 活⽤ 向  地域⼒   持続可能 農空間    
【⽬標】取り組み地区数  60 地区  

【Ｈ27 年度末実績】  74 地区 

③農業⽤施設のストックマネジメントの推進 

【⽬標】診断済基幹的施設の割合 100％  

【Ｈ27 年度末実績】  66％  

④営農環境の整備 

⑤災害に強い農空間づくり 

【⽬標】ため池耐震調査点検（H22 27） 100 箇所  

【Ｈ27 年度末実績】  134 箇所 
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２．課題と兆し 
    農政         施策 進  中           空間       ⾒    

課題と兆しは以下のとおりです。 

 （１）『ひと』 
経営体の減少など依然として担い⼿の確保に課題は      販売⾦額 1,500 万円以上

の経営体数はわずかに増加し、その販売推定額の合計は⼤きく伸びています。加えて 500 
1,500 万円の経営体の多くが規模拡⼤を志向しています。また、準農家や新規就農者、企業
などの参⼊実績は伸びていますが収益⾯など定着に向けた課題がある中で、ステップアップや規模
拡⼤を⽬指しています。 

① ⼤阪農業を⽀える農業者に係る課題と兆し 

課 題 
○販売⾦額 500 700 万円 経営体 減少率 最 ⾼  ⼈⼝減少 少⼦⾼齢化 進展  

担 ⼿ 減少        難  中  ⼤阪農業 ⽣産⼒（販売額） 維持 発展  
る担い⼿構造を検討する必要あり。 

○国から指定を受ける野菜指定産地・特定産地などの⾯積は横ばい・微減だが、⼀部品⽬を除
き⽣産者数は減少しており、⼀⼈あたりの栽培⾯積を拡⼤できる栽培技術の向上や出荷体
制の整備など、JA と連携した産地振興が必要。 

○⼤阪版認定農業者は、⼀定施策⽬標を達成したことから、今後⼀層の地産地消の推進に向
  制度 拡充 課題                                                 

 
兆 し 
○販売⾦額 1,500 万円以上の経営体数は微増。 

その総販売推定額は H17→H27 で 1.4 倍 
○法⼈化及 規模拡⼤          販売⾦額 

500 1,500 万円層の規模拡⼤意向は 54％。 
雇⽤により経営規模拡⼤を望む農業者が多い（14％）。 

 
 
 

 
 
 
○JA による集出荷場の整備が⼀部品⽬で進んでいる。また、都市農業振興サポートセンターが

スタートし、都市農業の振興に向けて、JA との連携を強化している。 
 

すぐに

でも拡

大した

い
29%将来的

に拡大

したい
54%

現状で

十分
11%

縮小し

たい
2%

無回答
4%

農地

の確

保
25%

やる

気
23%

販路

の拡

大
18%

雇用
14%

資金
11%

その

他
9%
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② 新規就農・参⼊に係る課題と兆し 

 課 題  
○企業の農業参⼊︓参⼊事業者数は、⼀定の成果があるものの、さらなる雇⽤の受け⽫として

の機能を強化する上で経営の安定化が課題。 
(参⼊当初に掲げた計画通りに進んでいる企業の割合 38%) 

○新規就農者︓就農者数  ⼀定 成果       定着 ⾃⽴  ⾄       
 （ex.⻘年就農給付⾦受給者就農後５年⽬ 平均経営規模 61a、平均所得額は 98 万  
  円程度） 
○準農家︓農業参⼊の⼊り⼝として、参⼊実績も増えているが、⼗分な農地の確保が出来  
  ず待機者も多い。また農家へのステップアップが⼗分に出来ていない。 

（準農家からの就農 12%） 
○ハートフル︓既参⼊事業者の安定的な事業継続を図る上での収益改善が課題。 

新規参⼊への障壁ともなる。 
  
兆 し 
○準農家参⼊者へのアンケートでも、「農家へのステップアップを検討している」22%、「ステップアッ

プを図る上で専⾨家から助⾔を受けたい」16%と向上意欲が現れており、これらの意欲ある農
業者を⽀援していく。 

 
 
 
  
 
 
 
○農業参⼊した企業を対象にした意向調査によると、「今後の規模拡⼤を検討している」「将来

的には検討したい」が 75％あり、規模拡⼤の促進に取り組む。 
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（２）『もの』 
⼤阪農業は個々の経営⾯積が⼩さく、多様な品⽬を集約的に⽣産する施設園芸などの経営

形態が発展していることが特徴です。また、ICT やセンシング技術を⽤いた⽣産技術の開発・導
⼊が始まりつつあり、商品づくりに対する専⾨家のアドバイスなどにより優れた６次産業化商品も
⽣         農産物直売所     出荷者数 販売⾦額   伸       府⺠ 
⽣産者双⽅からのニーズの⾼さがうかがえます。 
 
① ⼤阪産（  ）      確⽴ ６次産業化 推進 係 課題 兆  
課 題 
○⼤消費地 中 ⽣産        販路 開拓 確保 対  ⽣産者 意識 薄   
○積極的 設備投資 ⾏  ６次化 取組     ⽣産者 少   
○消費者ニーズに即した６次化商品を作るマーケットインの発想をもった事業者が少ない 
 
兆 し 
○戦略品⽬ 

 府外 展開  戦略品⽬    ⽔       若     選定  ⽣産拡⼤     化 
販路開拓 ⼀体    展開  

 
 
 
 
○⾰新的農業技術 

・ICT やセンシング技術を使ったスマート農業の新技術の開発・導⼊が始まりつつある。 
 ⽔   低   複合環境制御技術 確⽴   品⽬毎        位置付  ⾰新技術
等についてものづくり企業との連携が始まりつつある。 

○６次産業化 

・６次産業化サポートセンターで専⾨家 ⼒ 借     商品づくりのコンセプトやターゲットの選
定    計算          等 ⾏  優  ６次産業化商品 ⽣         
きた。 

                                                      

② 農産物直売所に係る課題と兆し 
課 題 

○5,000 万円未満 直売所 ⼤規模直売所   平成２２年以
降 新規開店除 13 箇所の売上は横ばいであるため、改装による
売場⾯積拡⼤ 併設施設（      喫茶 軽⾷ 体験農園 
観光案内所等） 設置      対策 府内産 出荷量増加
等ソフト対策など既存直売所の売上向上の取り組みが必要。 

○地区別出荷額割合は泉州・南河内が⾼く地域的に偏りがある。 

⽔なす 若  う デラウエア 
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兆 し 

○出荷者については順調に伸びており、市場出荷が難しい⼩規模の⽣産者の出荷先として機能
している。 

○⼤規模直売所   都⼼部 ⽴地  ４店舗 売 上  伸     今後 成⻑ 期待
できる。（H25→H27 6.4%増） 

 
③ ⼤阪エコ農業（環境保全型農業）の課題と兆し 
課 題 

○  農産物  環境 配慮  農産物 ⽣産   ⾼度 栽培技術 労⼒が必要だが、価
格 反映    認知度 低   

○有機 JAS 農産物は、認証 更新 費⽤ 必要 負担        
○エコ農産物等の⽣産拡⼤のため、天敵 微⽣物資材等 利⽤  農薬だけに頼らない防除

技術 確⽴ 必要  

 
兆 し 
○農林⽔産省 実施  調査  約８５％ 消費者が、地域 慣⾏ ⽐  農薬 化学肥

料 ５０％以下   栽培    特別栽培農産物」を購⼊したいと答えており、そのうち約 
７０％が価格が 1 ３割⾼くても購⼊したいと答えている。 
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（３）『空間』 
農業者の減少や⾼齢化が進み、農地はもちろん地域の営農を⽀え

     池 ⽔路   農業⽤施設 管理 難           
⽼朽化 進  施設 多  改修    費⽤負担 ⼤  課題   
農道 ⽔路 整備      農地 遊休化     借 ⼿    
くい現状にあります。こうした中で、各地域で活動する団体は増加傾向
      地域住⺠      ⾃然農法 農業体験      集
   都市住⺠ 学⽣ 活動 広         地域 将来像 農
空間の保全を合わせて考えていくことが求められています。 

① 地域⼒   持続可能 農空間    

課 題 
○地域住⺠   農空間づくりを進めていくためには、地元の課題認

識      存在 重要。 

○オアシス環境コミュニティでは施設整備       設⽴  １０年以上経過  施設 ⽼朽 
化や機運の低下が課題。活動組織の代替わりによりリーダーも減少。 

○活動費 ⽼朽化  施設 補修 改修費の負担が困難になっており、多⾯的機能⽀払いなど 
 制度 有効活⽤ 必要。 

○多⾯的機能⽀払いを活⽤している地区でも、依然、担 ⼿不⾜  に課題。地域のあり⽅な 
どを考える体制づくりが必要。 

 
兆 し 

○⾃然農法 農業体験      集   学⽣ 都市住⺠ 組織    持続的 遊休農地
などの農空間を活⽤した活動を展開。 

・豊能町牧地区   

地元 都市住⺠   棚⽥ 保全  、企業 参画 得 農空間 森林  地域⼀体 保
全する取組に発展 

・河南町かうち地区 
地元、NPO 法⼈、専⾨学校が連携して遊休農地を再⽣し、 
学⽣や就農希望者に農業体験や実習を展開。地元の空き家 
を活動拠点として整備する取り組みも始動。 

○多⾯的機能⽀払い  府⺠   協働活動 必須    
      農家 ⾮農家 交流 図   府⺠ 農空間 
 対  意識 向上 
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② 農空間保全地域制度（遊休農地対策） 

課 題 
○農家アンケートでは、後継者対策    集落営農 機械 共同利⽤  農地貸借    必

要  回答 ⽬⽴  住⺠           地域   ⽅     ⼈ 呼 込    
 農村地域   保全       回答       遊休農地対策 集落 維持 活性化 
取組 合   ⾏ 必要     

○遊休農地 点在       発⽣ 合   担 ⼿        ⾏  農地 集積   
  遊休農地対策 担 ⼿  農地集約 両⽴   取組 必要。 

○道     耕作条件 悪 農地 遊休化     借 ⼿          ⼀度遊休化
   復旧 多⼤ 労⼒ 要     遊休化  前 予防保全 重要  

 
兆 し 

○農地 利⽤意向 併  集落 将来像           ⾏    遊休農地対策 合 
  地域 将来 検討  取組 同時 ⾏        

○府 地域 将来 ⾒据  取組 進  上 必要 様々 制度      提供     
ィネーターの役割を求められている。 

○⽔⽥を借りて野菜を栽培する⾼収益作物への転 
換のニーズが多い。また、企業参⼊を契機に 
農地 集約 進  事例 増       

 
③ ⼟地改良施設 ⽼朽化対策 
課 題 
○⼟地改良施設 戦後 復興期 ⾼度経済成⻑期

等に整備されたものが多く、耐⽤年数 超過 河川 
改修等に合わせて整備され⼟地改良区等 管理  
 基幹的⽔利施設 耐⽤年数 超過  

○担 ⼿農家 減少    適正 ⽇常管理や 維持補修などの費⽤負担に限界。 

○市町村 財政的理由   簡易 維持補修 困難 計画的 再整備 利⽤需要 応  
有効活⽤ 適正 管理主体  施設移管 必要  

 
兆 し 
○平成 27 年 11 ⽉に⼤阪府ファシリティマネジメント基本⽅針が策定、平成 28 年度  ⼟地

改良施設⻑寿命化計画 策定し 施設 ⻑寿命化 総量最適化 向  検討 進   
ている。  

（年） 

（（参考⼗例）（参考事例） 

(年) 
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３．⻑期的 社会情勢 
 

⼈⼝減少社会 到来  市街化圧⼒ 低下  中 都市 中       農地  価値 ⾼
まっていくと考えられます。 

また、⾃動運転やテレワークなどにより仕事の時間、場所的制約が解消されることにより農村部
での仕事、居住の選択と地域のコミュニティを⽀える⼈材の出現が期待されます。 

 
① ⼈ ⼝（府⼈⼝減少社会⽩書︓H24.3） 
・⼤阪府の⼈⼝は H22 をピークに減少 
（H22︓887 万⼈→H47︓784 万⼈） 
・世代別⼈⼝の構成⽐は⾼齢者⼈⼝が増加し、 ⽣産年齢 
 ⼈⼝ 減少 労働⼒ 不⾜ 
（H22︓64.1％→H47︓57.8％） 
 
② 住宅 ⼟地（府⼈⼝減少社会⽩書︓H24.3） 
・⼈⼝・世帯数の減少により郊外を中⼼に今以上に空き家・ 
 空き地が増加。 
 空 家   増加   ⼟地 建物等 ⾮効率化 住環境 
 や治安の悪化が課題  
 都⼼部 都市機能 適切 配置誘導 集約化  都市計画 
 などによる市街地拡⼤の抑制、駅などを中⼼としたコンパクトな 
まちへの転換 

（都市農業振興基本計画 閣議決定︓H28.5） 
 多  都市 ⼈⼝減少局⾯ 移⾏  宅地需要 沈静化    
市街化圧⼒ 低下 

 
③ 環 境 
 ⼈⼝減少 住宅 ⼟地需要 変化  遊休地 荒廃    都市景観、⽣活環境の悪化が
懸念 

     農地    ⼟地利⽤  要請 ⾼    
 
④ 気 象（気象庁 HP） 
・⽇本の平均気温は、1898 年以降  100 年    
 およそ 1.1℃の割合で上昇。 
 極端 多⾬ 少⾬ 年 増      
 
⑤ コミュニティ（府⼈⼝減少社会⽩書︓H24.3） 
・⾃治会・⼦ども会などの地域コミュニティは減少・弱体化 

⽇本の平均気温の変化 
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・NPO・ボランティア、⽣涯教育・スポーツなど同じ⽬的・趣味を有するコミュニティは増加 
・SNS など新たな情報通信⼿段を活⽤したコミュニティも期待される 
（⾷料 農業 農村⽩書「⼈⼝減少社会における農村の活性化」 農⽔省︓H27.5） 
・地域活動を担っていた⾼齢者⼈⼝もH37から減少。農地等の資源やコミュニティの維持が困難
に 
⑥ 健 康（健康 医療戦略 閣議決定︓H26.7) 
 ⾼齢化 進展 健康志向 ⾼     健全 ⾷⽣活 実践 農業  理解促進 ⾷育 
国⺠運動 展開 

・農産物の機能性成分に着⽬した⾼い付加価値を持つ農産物の研究開発を推進し、健康的な
⾷⽣活を構築 

 
⑦ ⾷ 料（2050 年    世界 ⾷料需給⾒通  農⽔省︓H24.6） 
・世界では開発途上国の⼈⼝増加や経済発展等を背景に、 
⾷料需要 増⼤ ⾷料⽣産全体 1.55 倍引き上げる必要 

・国際市場での輸⼊需要増の激化が想定される中で、⽇本の 
 輸⼊量      低下  国際市場  影響⼒ 低下 
 ⾷料⾃給率 向上 輸⼊調達⼿段 多様化 必要 
 
⑧ 交 通 
 ⾃動⾞ ⾃動⾛⾏ 可能    過疎地等    運営     
 抑制した新たな移動サービスを実現 
（⾃動⾛⾏    検討会 経産省 国交省︓H28.3）  
 ⾃動運転 最適誘導   渋滞 減少  移動 物流 ⽣産性 ⾶躍的 向上 
（働き⽅の未来 2035 厚労省︓H28.8） 
 新幹線 ⾶⾏機    ⾼速      主要都市間 移動時間 短縮  住 場所  
 働く場所の選択肢は拡⼤ 
 
⑨ 仕 事（働き⽅の未来 2035 厚労省︓H28.8） 
 少⼦⾼齢化   ⼥性 ⾼齢者等 全員参加 必要 就業構造 変化  
 処理速度 通信技術 移動技術 向上 AI などによる技術⾰新が進む。 
・情報技術の進展によりネットを通じてコミュニケーションや共同作業が可能になり時間や空間に 
しばられない働き⽅（テレワーク等）に。 

 
⑩ 余 暇 
・個⼈の興味が「モノ（所有）」から「コト（経験）」に変化し、「コト」に費やす時間・コストが 
⾼まっている。  
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４．統計データによる趨勢 
 
H7 H27 のセンサスデータ元に、このままのトレンドで推移した場合の 20 年後（H47）の農

業（『ひと』『もの』『空間』）についての状況を推計しています。 
農家数は減少するものの、⾼齢化等により農業が継続できなくなった農地を規模拡⼤や新規

参⼊を希望する企業や農家が集約することで、農業 成⻑産業化 進められると考えられます。 
 

① 『ひと』 
●農家⼾数 推移予測 
○全体 
 農家⼾数 H27 の 78％ 
・販売農家は半減するが、⾃給的農家は横ばい 
○専業農家 
・H27 から減少するが、販売農家全体よりも緩やか 
 販売⾦額 1500 万円以上の層は次第に横ばいに 
○地産地消・兼業農家 
・H27 から全ての層でほぼ半減 
 

 

 
 
② 『もの』（⽣産農業所得統計を元に推計） 
●農業産出額の推移予測 
・H26 に⽐べて６2％に減少 
（⽶ ７割程度 野菜 ６割 果樹 ６割弱） 
 
③ 『空間』 
●経営耕地⾯積の推移予測（センサスを元に推計） 
・H27 に⽐べて 73％に減少 
 （販売農家２／３、⾃給的農家 89％） 
 販売農家１⼾    ⾯積 H27 から約 13％増加 
 ⾃給的農家は変化なし 
 

（2010 年世界農林業    総合分析報告書） 
農業従事者: 

平成 42 年  平成 22 年 37.5％まで減少 

（経済産業省 稼 ⼒ ） 
耕地⾯積︓平成 42 年    ８割強に減少 
農業就業者 1 ⼈あたりの所得︓ 

耕作地が残った担い⼿に集約されれば、平成 42 年
にかけて 38.7%程度増加 

22



Ⅳ 重視する考え⽅と将来像 

１．重視する考え⽅ 
 おおさか農政アクションプランの成果と課題、兆しと⻑期的 社会情勢を踏まえて、今回、重視

する考え⽅を以下のとおりとします。 

①農業を⼤阪の重要な産業と捉え、「農業ビジネス」として⾼める 
・ ＪA をはじめ様々な団体や企業とともに、農業を⼤阪府の重要な産業として育て、地域

経済 活⼒ ⾼       
・ ⼤阪産（もん）を全国       確⽴  海外 含 販路 拡⼤するとともに、インバ

ウンド消費の拡⼤に努める 
・ 農業     化    若者     職業    魅⼒ ⾼め、シニアにとっても転職や

再雇⽤で選択肢となる、やりがいのある仕事にする 

②多様な主体との連携により「農業」と「関連産業」のイノベーションをめざす 
・ ⼤学や環境農林⽔産総合研究所などの試験研究機関や中⼩企業、ベンチャー企業など

と連携を図り、スマート農業や 6 次産業化、農商⼯連携等を推進する 

③⼤阪産（もん）の地産地消 府⺠ 農業者 事業者 満⾜度 上   
・ 川上 川中 川下（⽣産 加⼯ 流通 消費）     ⼤阪産 加⼯品 料理    

 等 量的 質的 拡⼤する 
・ ⽣産者と消費者の互いに顔 ⾒  関係を深化させる 

④他分野 異分野 も連携し農業・農空間に新しい価値や機能を産み出す 
・ 防災、景観、健康、福祉、教育、⽂化、環境などの分野と農業を結びつけ、新たな価値

や機能を発揮させる 
・ 農空間の保全活動 農業体験等 通   府⺠ 農空間 魅⼒ 感  応援団になる 
・ 府⺠ 農業農空間  関   増     価値 知  次代       

 

２．将来像 
⼤阪府新農林⽔産業振興     基本⽬標 府⺠    ⽬指 豊   ⾷      

創造』の実現に向け、重視する考え⽅を踏まえ 府⺠         様々 場⾯ 農 活
かし、農業・農空間が有する農産物の⽣産・供給を基礎とした多様な機能が発揮され、次代
に継承していくことを将来像として設定します。 

府⺠    未来    豊   農  
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Ⅴ 目指す方向性と 10 年後の姿 

将来像 「府⺠    未来    豊  『農』」を実現していくため、府⺠⽣活で農業・農
空間が将来にわたって果たしていく役割に着⽬し、【しごと】【くらし】【地域】の3つをテーマとして、
⽬指す⽅向性と 10 年後 姿 設定します。 

   また、おおさか農政アクションプランで『ひと』『もの』『空間』の３つの柱を対象に進めてきた施
策 有機的 結 付        府⺠ 分      効果的な施策の推進を図ります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

１． 農業でかっこよく働こう！ 

 「重要な産業」としての大阪農業の振興－ 

○ ⼤阪農業  都市 ⽴地 活かして施設園芸作物などが集約的に⽣産されており、⽣産額
ベースでの⾃給率 5％となっています。また、「しゅんぎく」や「こまつな」、「ぶどう」など全国で
 有数 収穫量 誇    「⽔なす」、「若   」など特徴のある農産物が⽣産されていま
す。 

○ ⼤阪農業 特⻑ 活   重要 産業    育        ビジネスマインドを持つ農業
者の育成、規模拡⼤や法⼈化の⽀援 府⺠ 企業 農業参⼊         若⼿農
業者の育成などに取り組みます。 

○ ⽣産の省⼒化や⾼付加価値化のための⾰新的農業技術を⼤学や研究機関等と連携して
開発・普及       農地利⽤ 促進 図   。また、地産地消を⽀える農業者の育
成と⽣産振興により⼤阪産（もん）を安定的に供給します。 

○ ⼤阪   特⻑ 有  戦略品⽬について⽣産と販売が⼀体となったブランド展開を推進し
ます。 

○ なお、取り組みにあたっては、地域で⽣産されるものを地域で消費する「地産地消」に加え、
府⺠      求       作 届   地消地産  視点 重視        

 

  

しごと

ひ と 

  

も の 

  

空 間 

１． 【しごと】 農業でかっこよく働こう！  

２． 【くらし】 農でくらしを愉しもう！  

３． 【地 域】 農空間をみんなで活かそう！ 

＜１０年後の姿＞   
農業経営体の販売額 200 → 240 億円（年２％向上） 
※H27 センサスデータからの推計 
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２． 農でくらしを愉しもう！ 

 農を身近に感じ愉しめる機会の充実  

○ ⼤阪産(もん) 率先  購⼊    思 府⺠ 割合 概 50％となっています。農産物
直売所も賑わっており、5 年前と⽐べ販売額は 1.6 倍に達しています。   府⺠ １/３が
⼤阪の農業・農空間に「安らぎやレクリエーションの場の提供」を期待しています。（平成 26
年度府⺠     ） 

○   多  府⺠ みなさんに、農を⾝近に感じ愉しんでいただくため、⼤阪産（もん）や農業・
農空間の多⾯的機能を知り、学ぶ機会の充実と⾝近な購⼊場所や飲⾷店の増加に取り
組みます。 

○ 農産物直売所 機能 ⾼          ⽣産者  交流 農業体験の場を提供しま
す。 

 

 

 

 

 

 

 

３．農空間をみんなで活かそう！ 

 大阪農空間の多様な機能の発揮促進－ 

○ 府内農地は 13,200ｈａで、その内約 30％は市街化区域内    府⺠ ⾝近 存在 
          能勢町⻑⾕ 千早⾚阪村下⾚阪       棚⽥   農村の原⾵
景を保つ地域や、泉州地域の⽔なすの園芸団地など、多様な農空間が広がっています。農
空間では、⽔源涵養などの国⼟保全や農耕に係わる祭りなどの⽂化の継承、イベントなどを
通  都市 住 府⺠ 地域 住⺠ 交流   多様 機能を有しています。 

○ これらの機能を、農家     地域住⺠ 府⺠ 企業   みなさんと共に⽀え、活かし、
次代に継承していきます。 

○ 府⺠       農業 農空間 関  様々 活動 愉     参加      環境
をつくります。地域 魅⼒ 特性 活    農業 中⼼   地域    府⺠      
共に進めるとともに、農空間を活かした安全安⼼の確保にも取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

地 域

くらし

＜１０年後の姿＞ 
府⺠ ⼤阪産（  ） 直接     拠点数 増加 242 件 

（470 件 → 712 件 農産物直売所及び販売所）

＜１０年後の姿＞ 
地域の特⾊を活かした農空間づくりの実施 （28 → 43 市町村） 
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Ⅵ 取り組む施策とその目標 

 

１． 農業でかっこよく働こう！ 
 

 「重要な産業」としての大阪農業の振興－ 

 
（１）ビジネスマインドを持つ農業者の育成 

         醸成 経営能⼒ 向上 法⼈化   農業者 経営強化 応援  
す。さらに、⼤阪農業の持続的発展に向けて、夢を持って経営プランの実現を⽬指す農業者
や次代の担い⼿の育成などの地域の課題解決を⽬指す「共有価値の創造（CSV）」を実
践する農業者を育てます。また、農業経営の規模拡⼤に向けて、⼈材確保などに取り組んで
いきます。 

取組 個票

① 経営向上意欲の高い農業者を対象とした集中的な取り組み 

・重点的担い手育成システムの展開 

 

 

② 農業者の経営能力強化支援 

・CSV を念頭に置いた農業ビジネススクール(大阪アグリアカデミア)の運営 

・経営コンサルタントの派遣（経営強化コンサルプロジェクト） 

・経営強化プランコンテストの開催（おおさか No-1 グランプリ） 

・人材確保のサポート（戦略型農業人材マッチング） 

★ 

③ 農業経営の法人化の推進 

・法人化セミナーや個別相談会等の開催 

 

④ 関係機関と連携した経営能力の強化 

・JAと連携した指導者向け研修会の開催 

・大阪府担い手育成総合支援協議会を通じた認定農業者への講習会等の実施 

・民間企業と連携した農業者の課題解決サポート 

 

⑤ 農業者のネットワーク活動の推進 

・若手農業者や女性農業者、大阪府農の匠等の交流活動の促進 

 

⑥ 優良事例の発信による経営能力向上の意識啓発 

・選賞・表彰事業の実施 

・SNS を通じた農業者情報の発信 

 

 

 

 

 

  

＜5 年後の⽬標＞   
経営改善意欲の⾼い農業者の平均販売額の３割増加（１1 億円／5 年） 
※販売額の増加を図る対象農業者約 300 名

しごと
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（２）農業を新たな「仕事」にできる機会の拡大 

府⺠ 企業  農業 参⼊    機会 拡⼤    ⼤阪独⾃の取り組みである準農
家制度 さらなる推進を始め、新規就農や企業参⼊のトータル的なサポートの充実や、ハー
トフルアグリの促進、新規就農者の参⼊促進と定着などを応援します。 

 
取組 個票

① 新規就農者の参入促進と定着に向けた取り組み 

・新規就農相談窓口の運営（就農ガイダンス・相談会の開催） 

・大阪型農業インターンシップ制度の創設 

・青年就農給付金・青年等就農資金による就農促進 

・新規就農者等を支援する研修協力農業者の登録制度の創設 

・「新規就農村」の開設 

・農業大学校や民間企業等と連携した新規参入の促進 

★ 

② 企業参入のトータルサポート 

・農地中間管理事業を活用した農地確保 

・農の成長産業化推進事業（経営強化コンサルプロジェクト）を活用した経営改善 

 

③ 準農家制度のさらなる推進 

・農地紹介の機会の充実 

・定着を目的としたステップアップセミナー（講習会・交流会）の開催 

 

④ 女性農業者の活躍推進 

・大阪発女性農業者応援事業による活躍の場の創出 

 

⑤ 障がい者の新たな就労の機会を創出するハートフルアグリの促進 

・ワンストップ相談窓口「ハートフルアグリサポートセンター」の運営 

・経営安定化のサポート 

・農家・農業法人と福祉施設のマッチング促進 

 

⑥ 「仕事」としての大阪農業の魅力発信 

・農業者と府民の交流機会の創出 

・各種メディアを通じた活躍する農業者の情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜5 年後の⽬標＞   
新規就農者数 80 ⼈・準農家 90 ⼈・企業 30 事業者の参⼊ 

（企業の販売額増加 6 億円／5 年）
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（３）農業ビジネスを加速させる技術開発・普及・農地利用の促進 

農業ビジネス 確⽴に取り組む⽣産者を技術開発や知恵の伝承などで⽀援します。⼤学、
研究機関やものづくり企業と連携して、⽣産の省⼒化 ⾼付加価値化   の⾰新的技
術の開発・普及 ⾏       熟練農家の知恵・技術を後継者に伝承していくシステムの
開発などに取り組んでいきます。 
規模拡⼤農業者や新規参⼊者・企業の農地確保や、ほ場の整備などを進めます。 

 

取組 個票 

① 革新的農業技術の開発 

・大学、環境農林水産総合研究所・ものづくり企業のノウハウを活かした、ICT・IOT・

ロボット技術等の開発 

・夏季生育障害など生産性を低下させている課題の解決 

・複合環境制御システムによる作物の生産性・品質の向上 

・アシストスーツ等を利用した農作業の省力化 

・熟練農家のノウハウの蓄積、見える化による知恵・技術の伝承 

★ 

② 革新的農業技術の普及 

・開発技術導入のための支援制度の充実 

 

③ 規模拡大農業者や新規参入者・企業に農地の利用集積できる仕組みづくり 

・農空間保全委員会などの取組を通じた参入可能農地の情報把握 

・営農継続困難地を規模拡大や新規参入に活用するためのほ場整備の実施 

・企業等参入拡大支援整備事業による基盤整備の促進 

★ 

④ 農地中間管理機構事業を活用した農地貸借の促進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜5 年後の⽬標＞   
⾰新的な新技術の現地実証 ５技術以上（１技術以上／年） 
⾼収益な作物の導⼊による⾼収益型農業を実現するための農地の確保 80ha 
※基盤整備等による農地確保 20ha、農地貸借による農地確保 60ha 
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（４）地産地消を支える農業者の育成と生産の振興  

府⺠      ⾼品質 農産物 安定的 ⼿ ⼊           「⼤阪版認定
農業者」の育成に取り組み、野菜や果樹などの農産物を安定的に供給します。地域の合意
形成を通じて地域振興に取り組みます。また、安全・安⼼で環境にやさしいエコ農産物等の
⽣産や農産物 安⼼ ⾒  化   取 組       ⽣産 ⽋          池
  ⽔路   農業施設の健全な維持に取り組みます。 

 

取組 個票

① 大阪版認定農業者の育成による大阪産（もん）の供給量の拡大 

・府民ニーズに応じた生産の拡大 

 

② 大阪の食・文化を支える高品質な農産物の安定供給 

・野菜：JA との連携による国の指定産地等における安定生産 

・果樹：生産者団体等との連携による品種更新、園地整備、技術研鑽等の推進 

・花き：生産者団体等との連携による新品種導入、鮮度保持、利用拡大等の推進 

・水稲：良食味・高品質米の安定生産、品種導入 

★ 

③ 人・農地プランの策定等を通じた地域振興 

・地域の合意形成による高収益な作物の導入と生産拡大  

・機械の共同利用など地域ぐるみの営農活動への支援 

・水稲作から園芸作物への転換 

 

④ 安全・安心で環境にやさしいエコ農産物等の生産振興 

・エコ農産物など農薬の使用を抑え、省力的に栽培する総合防除技術（IPM）等の確

立、普及 

・安全・安心の確保に向けた農業生産の各工程について記録・点検等を実施するシス

テム等の普及 

★ 

⑤ 農産物の生産を支える農業施設のファシリティマネジメントの推進 

・長寿命化の推進 

・将来を見据えた「小型化」「統合」「有効活用」の検討・実施 

★ 

⑥ きめ細やかな基盤整備の推進 

・農業用水路・農道等の整備 

・生産緑地での生産環境の整備（都市農業振興基本計画に基づく国の制度・支援

策に応じて対応） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜5 年後の⽬標＞   
主⼒野菜 供給量 増加 ５４６ｔ 

       （H27 実績︓10,674 → 11,220ｔ 年換算１％増）
※主⼒野菜︓野菜指定産地 特定産地     産地 野菜 

安全安⼼な農産物（エコ農産物）の栽培⾯積の増加 20ha （533 → 553ha） 
⼤阪産（もん）の供給を⽀える⽔利施設 健全化  受益農地⾯積 1,150ha 
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（５）大阪産（もん）の全国ブランドとしての流通や海外販売 

⼤阪産(もん) 全国       ⾼  販路 拡⼤ 図    ⼤阪産(もん)の 6 次産
業化  農業者 販路 拡⼤ 戦略的 ⽔なす  若              展開  
に取り組んでいきます。 

 
取組 個票 

① 6 次産業化サポートセンターを活用した商品開発・経営改善 

・地域や組織と連携した 6 次産業化商品の開発 

・消費者、加工事業者、小売事業者とのネットワークづくり 

・マーケットインの発想による商品化 

 

② 販路開拓にチャレンジする農業者支援 

・生産者と事業者を結ぶ商談会の実施、出展者支援 

・インバウンド需要創造に向けた観光との連携 

・インバウンドビジネスのための多言語対応等の支援 

 

③ 戦略品目を定め、生産とマーケティング、販売が一体となったブランド展開

・首都圏及び海外販路開拓 

・ぶどうの新規流通モデル（輸出含む）の開拓促進 

・全国及び海外向け品目の GAP の導入支援 

★ 

④ 産地から消費地までのきめ細かい流通システムの構築 

・直売所や市場仲卸業者等を活用した飲食店向けの新たな流通システムの構築 

・マルシェ開催情報など、事業者への情報提供による販路拡大支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜5 年後の⽬標＞   
戦略品⽬（泉州⽔  ） ⾸都圏向 出荷量 増加 ２０ｔ（130 → 150t） 
6 次産業化サポートセンターへの相談件数 300 件／年 
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２． 農でくらしを愉しもう！  

 

 農を身近に感じ愉しめる機会の充実  

 
（１）農を知る機会の充実  

府⺠      農業 農空間   ⾝近 感           ⼤阪産（  ） ⽣
産状況 旬        情報発信 農業 農空間 ⼤切  学  機会 充実     

 

取組 個票

① 大阪産（もん）を知る機会の充実 

・ホームページ、メールマガジン及び facebook 等で効果的な情報発信 

・ターミナルや空港等多くの人が利用する場での大阪産（もん）イベントの開催 

・府庁食堂や社員食堂等での大阪産（もん）の提供 

 

★ 

② 農業・農空間の多面的機能を知り、学ぶ機会の充実 

・農空間なっとく出張教室の開催 

・学校給食への大阪産（もん）の活用促進 

・子どもたちへの農業体験・食育・花育等の機会提供 

・各種メディアを通じた情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜5 年後の⽬標＞   
⼤阪産（もん）メールマガジン配信  年間 ３０回以上 
⼤阪産（もん）ホームページビュー数  ⽉平均 1,000 ビュー増加 

           （9,200→10,200 ビュー）
農業・農空間について学ぶ学校等の数  １００件 

くらし
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（２）大阪産（もん）を食べる機会の充実  

府⺠       ⼤阪産(もん)を⼿にし、味わいしやすくします。魅⼒的 ⼤阪産（  ）
を購⼊できる直売所や量販店、マルシェをはじめ、味わえる飲⾷店を増やします。また、⼤阪
産(もん)にまつわる産地の特徴や、⽣産者の思いなど、いわゆるテロワールを感じられようにし
ます。 

 
取組 個票

① 農産物直売所の魅力向上 

・地元農産物の物語性や個性の紹介 

・レストランの併設やイベント開催等による魅力向上 

・地域ブランド農産物・加工品のミニ産地育成による品揃えの充実 

★ 

② 府民に身近な購入場所と機会の提供 

・量販店や駅ナカ等での販売拠点づくり  

・マルシェなど府民と農家が直接ふれあえる場の開設 

 

③ 大阪産（もん）を味わえる飲食店の増加  

・観光、商工と連携した大阪産（もん）を利用した料理の提供機会の拡大 

 

 

 

 

 

  

＜5 年後の⽬標＞  
農産物直売所利⽤者数の増加 41 万⼈（466 →508 万⼈） 

※府が把握している農産物直売所でのレジ通過者数 
⼤阪産（もん）ロゴマーク使⽤許可件数（販売者数）の増加 １１２件 

（２３８ → 3５０件）
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（３）農業・農空間での交流・体験機会の充実 

府⺠       農業・農空間で様々な体験を愉しめるようにします。このため、農産物
直売所の機能を⾼めて、⽣産者  交流や農業体験を愉しむための拠点化を進めます。ま
た、農園などの農空間での体験機会を充実します。 

 

取組 

① JA 等の農産物直売所を通じた交流機会の充実 

・交流活動や直売所周辺地域での農業体験の拠点としての活用促進 

★ 

② 農業・農空間を愉しみ、交流する農園等の充実 

・農家等による市民農園、体験農園、コミュニティ農園等の開設促進 

・農家の元での農業体験機会の充実 

・民間事業者等による農業・農空間を体験できる機会の充実（健康づくり、観光など）

・国制度を活用した生産緑地等での体験農園等の整備 

・福祉農園や学童農園、企業の福利厚生のための農園の整備 

 

 ＜5 年後の⽬標＞  
直売所での消費者 ⽣産者  交流事例 増加  ５事例以上 （１事例以上／年） 
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（２）農を活かした地域づくりの推進 

  池 ⽤⽔路の共同管理など農業を⽀える取り組みの中で培われてきた地域協働の
輪 広げながら、府⺠         農を活かした地域づくりを進めます。地域の将来につ
いて話し合い、  実現 向  ⾏ 活動 集落    農業を⽀える取組みを⽀援しま
す。 

取組 個票

① 農を活かした地域協働活動の推進 

・地域住民（販売農家、自給的農家、非農家）による農空間づくりプランの検討と具

体化の推進 

・地域協働や府民協働による農空間の多面的機能の保全・活用 

・遊休農地対策とあわせた集落機能の維持・活性化 

・府民協働活動を通じた農空間の多面的機能の理解促進 

・農空間保全地域制度の充実 

★ 

② 地域で農業を支える取組の推進 

・営農継続困難な農地の地域ぐるみでの農地の利用促進 

 

 

 

 

 

 

（３）地域力による安全安心の確保 

府⺠        に地域の安全安⼼を確保します。ため池ハザードマップの作成や農業
⽤⽔路 農地 活⽤  防災訓練 実施   地域 ⾃主防災⼒ ⾼  取 組  進
         池 低⽔位管理 治⽔活⽤   ⾬⽔貯留機能 活⽤  減災に取り
組みます。 

取組 個票

① 地域力による安全安心の確保 

・ため池防災減災アクションプランに基づく減災対策の総合的な取組の推進（ハザー

ドマップの作成、低水位管理や治水活用の促進、耐震診断の推進、防災訓練の実施

など） 

・大規模災害時に農地を避難、復旧、復興に活用する防災農地登録制度の推進 

・農業用水を災害時に活用する防災水利協定の推進 

・地籍調査の推進 

★ 

 

 

 

 

＜5 年後の⽬標＞   
協働活動に取り組む地区数の増加 10 地区（74 → 84 地区） 

＜5 年後の⽬標＞   
  池        作成 低⽔位管理 取 組 割合 ３０％増（４０％→７０％）

※対象︓防災・減災対策を重点的に推進するため池  839 箇所 
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Ⅶ プランの進行管理 

 
           基  取組 進           毎年 ⽬標 対  実績 検証 

⾏    検証   外部 有識者等 意⾒ 含  評価 点検 ⾏      社会情勢 変
化 踏   必要 応   施策 ⾒直  新  施策 検討   ⾏     

具体的には、⼤阪府農業振興地域整備審議会に評価･点検するための部会を設置し、各取
組の「5 年後 ⽬標  対  実績    毎年度  評価」いただきます。その評価と国の新たな
制度 施策を踏まえ、「改善」、「計画  ⾏     内容 審議会 報告   実⾏」する
PDCA      基  進⾏管理        さらに評価の際には「10 年後 姿 に対する各
施策の有効性についても合わせて検証し、改善、計画につなげていきます。 

都市農業振興基本法及び国の都市農業振興基本計画に基づいて、今後国から⽰される制
度 施策             中 検討  適宜取 込        

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 PDCA サイクルに基づく取組の推進 

 

ACT
（改善） 

 
評価 踏   取組 ⾒直  
新  取組 計画等 ⽴案 

 

PLAN
（計画） 

 
【アクションプラン】 
現状・課題の把握 

将来像と⽅向性の設定 
具体的な取組と⼯程 

 

DO
（実⾏） 

 
プランに基づく取組の推進 
（しごと、くらし、地域） 

 

CHECK
（評価） 

「5 年後 ⽬標  対   
各施策の実績の検証 

「10 年後 姿  対   
各施策の有効性の検証 

 

⼤阪府農業振興 
地域整備審議会 

での報告

有識者   部会   
評価・点検 
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Ⅷ 各主体の役割 

 
  このアクションプランによる施策を進めていくためには、⼤阪府をはじめ、関係機関、農業団体、
農業者     府⺠ 企業 NPO など幅広い主体がそれぞれの役割を果たしつつ、協働して取
 組    ⼤切   そこで、以下に各主体の役割や期待されることについて記載しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 府⺠ 多様 主体  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

【農業者】 
 

 

 

 

 

○ 新鮮な農産物の生産や生産を通じた農空間の多面的機能の発揮により府民に安全・安心を

提供するとともに、地域協働で農を活かした地域づくりに取り組む。 

○ 夢を持って農業経営に取り組み大阪農業を持続的に発展させる。 

農業者 

 

○ 大阪産（もん）を選び、買い、食べるとともに、農空間を学び、関わり、愉しむことで、

農業・農空間を支える。 

府民 

 

○ 学校給食への大阪産（もん）の活用や農業体験・食育・花育等を通じて子どもたちの農業・

農空間への理解を促し、未来へ継承していく。 

学校 

 

○ 農業参入による農の成長産業化の推進や障がい者への新たな就労機会を提供するととも

に、農業・農空間での CSR や福利厚生のための活動を実践する。 

企業 

 

○ 食をはじめ防災、景観、健康、福祉、教育、文化、環境など様々な分野から農業・農空間

での活動に参画し、新たな価値と機能を発揮させる。 

NPO 
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【農業関係団体・機関】 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【試験・研究機関】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ⾏政  
 
 
 
 
 

 

 

○ 農業や地域マネジメントに関する専門能力を活かし、施策の企画・立案や地域・市町村に

対するプランニングや技術支援などアクションプランの実現に取り組む。 

大阪府 

 

○ 法整備や新制度の創設、財源の措置などにより、地域の実状に応じた取組を推進する。 

国 

 

○ 国の都市農業振興基本計画をふまえ、地域の実情に応じた農業振興や農空間の保全に取組

むとともに、大阪府と連携してアクションプランの推進に取り組む。 

市町村 

 

○ 農業に関する革新的農業技術や安全安心の確保などの試験研究・技術開発を推進するとと

もに、6次産業化など新たな食ビジネスの展開支援、実践的な講義・実習による農業の担

い手育成などに取り組む。 

環境農林水産総合研究所（試験研究機関） 

 

○ 農業経営・技術指導や生産資材の共同購入、農産物の共同販売、共同利用施設の設置など

生産者を支援するとともに、学童農園への支援や直売所の運営など府民に身近な農を提供

する。 

JA グループ 

 

○ 担い手への農地の集約化や遊休農地の発生防止、新規参入の促進など農地利用の最適化を

推進する。 

農業委員会・ネットワーク機構（大阪府農業会議） 

 

○ 農地中間管理機構として、担い手の規模拡大や企業・新規就農者・準農家等の農業参入の

ための農地の貸借を推進するとともに、農福連携をはじめとした企業参入を支援する。 

（一財）大阪府みどり公社 

 

○ 農業に関する革新的農業技術や安全安心の確保などの試験研究・技術開発を推進するとと

もに、高度技術者の育成や農業・農空間に関わる地域づくりなどの域学連携に取り組む。

大学 

 

○ 農業用施設を健全に運用して農業生産を支えるとともに、地域協働による農業・農空間の

多面的機能の発揮を担う。 

土地改良区・大阪府土地改良事業団体連合会 

38



Ⅸ 都市農業振興基本計画への本プランの対応 

 
本プランは、都市農業振興基本法に基づく府の地⽅計画を兼ねるものです。そのため、ここで

は国の都市農業振興基本計画（H28.5 閣議決定）における講ずべき施策への対応等につい
 考 ⽅ 整理     

基本法においては、以下の基本的施策を講じるとされています。 
 

A. 農産物を供給する機能の向上並びに担い⼿の育成確保 
B. 防災 良好 景観 形成並  国⼟及 環境 保全等 機能 発揮 
C. 的確 ⼟地利⽤ 関  計画 策定等 
D. 税制上の措置 
E. 農産物の地元での消費の促進 
F. 農作業を体験することができる環境の整備等 
G. 学校教育における農作業の体験の機会の充実等 
H. 国⺠ 理解 関⼼ 増進 
I. 都市住⺠   農業 関  知識及 技術 習得 促進等 
J. 調査研究の推進 

 
これらの基本的施策のもとに基本計画では各施策の⽅向性が⽰されており、これらの国施策と

と本プランで進めていくそれぞれの取組との関係をまとめると以下の表のとおりとなります。 
本プランは、基本法 理念   で基本計画に⽰された講ずべき施策の推進を図るとともに、

今後、市町村が地⽅計画を策定する際の参考として定めるものです。 
 
 
 
 
（まちづくり等の観点から、基本計画の「Ⅲ.的確 ⼟地利⽤ 関  計画 策定等    

る考え⽅の記述について、府都市計画室において記載内容を検討中） 
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都市農業振興基本計画の各施策とアクションプランの取組の関係（基本計画︓アルファベット   アクションプラン︓アラビア数字） 
A．農産物を供給する機能の向上並びに担い⼿の育成及び確保 ⾴ 
 （a）担い⼿の育成確保  

１ ① 経営向上意欲の⾼い農業者を対象とした集中的な取り組み 
   ② 農業者 経営能⼒強化⽀援 
   ③ 農業経営の法⼈化の推進 
   ④ 関係機関 連携  経営能⼒ 強化 
   ⑤ 農業者のネットワーク活動の推進 
   ⑥ 優良事例 発信   経営能⼒向上 意識啓発 

 ① 新規就農者の参⼊促進と定着に向けた取り組み 
  ② 企業参⼊のトータルサポート 
  ③ 準農家制度     推進 
  ④ ⼥性農業者 活躍推進 
  ⑤ 障がい者の新たな就労の機会を創出するハートフルアグリの促進 
  ⑥  仕事     ⼤阪農業 魅⼒発信 
 ③ 規模拡⼤農業者 新規参⼊者 企業 農地 利⽤集積   仕組     

④ 農地中間管理機構事業 活⽤  農地貸借 促進 
 ① ⼤阪版認定農業者 育成   ⼤阪産（  ） 供給量 拡⼤ 

３ ② 地域で農業を⽀える取組の推進 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（b）⽣産施設の整備  
１ ⑤ 農産物の⽣産を⽀える農業施設のファシリティマネジメントの推進 
   ⑥ きめ細やかな基盤整備の推進 

 

 
（c）経営展開    技術及 知識 普及指導  
１ ① ⾰新的農業技術の開発 
   ② ⾰新的農業技術の普及 

 ② ⼤阪の⾷・⽂化を⽀える⾼品質な農産物の安定供給 
  ③ ⼈・農地プランの策定等を通じた地域振興 

④ 安全・安⼼で環境にやさしいエコ農産物等の⽣産振興 

 
 
 
 

 
（d）関連諸制度     情報提供  
※今後 国 制度 ⽀援策 応  対応  
（e）農村地域の営農との連携促進  
１ ① 新規就農者の参⼊促進と定着に向けた取り組み（再）  

B．防災 良好 景観 形成並  国⼟及 環境 保全等 機能 発揮  
 （a）防災機能の発揮に向けた取組  

３ ① 農を活かした地域協働活動の推進 
   ② 地域で農業を⽀える取組の推進 

 ① 地域⼒   安全安⼼ 確保 
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（b）良好 景観 形成機能 発揮 向  取組  
３ ① 農空間づくりに気軽に参加できるプラットフォームづくり 

 ① 農を活かした地域協働活動の推進（再） 
   ② 地域で農業を⽀える取組の推進（再） 

 
 

 
（c）良好 環境 形成機能 発揮 向  取組  
３ ① 農空間づくりに気軽に参加できるプラットフォームづくり（再） 

 ① 農を活かした地域協働活動の推進（再） 
   ② 地域で農業を⽀える取組の推進（再） 

 
 

 
C．的確 ⼟地利⽤ 関  計画 策定等  
 （a）区域区分の運⽤、都市計画のマスタープランにおける都市農地の保全の位置づけ  

※今後 国 制度 ⽀援策 応  対応  
（b）⽣産緑地制度 活⽤  
※今後 国 制度 ⽀援策 応  対応  
（c）新  ⼟地利⽤計画制度 ⽅向性  
※今後 国 制度 ⽀援策 応  対応  

D．税制上の措置  
※今後 国 制度 ⽀援策 応  対応  
E．農産物の地元での消費  
 （a）直売所等の整備  

２ ① 農産物直売所 魅⼒向上 
② 府⺠ ⾝近 購⼊場所 機会 提供 

 ① JA等 農産物直売所 通  交流機会 充実 

 
 

 
（b）都市農業者 ⾷品事業者  連携 促進   他販売先 開拓⽀援  
１ ① 6次産業化サポートセンターを活⽤した商品開発・経営改善 
   ② 販路開拓        農業者⽀援 
   ③ 戦略品⽬ 定  ⽣産 マーケティング、販売が⼀体となったブランド展開 
   ④ 産地  消費地     細  流通     構築 
２ ③ ⼤阪産（もん）を味わえる飲⾷店の増加 

 
 
 
 

 
（c）都市住⺠ 対  地元産 農産物 関  情報 提供  
２ ① ⼤阪産（もん）を知る機会の充実 

 ③ ⼤阪産（もん）を味わえる飲⾷店の増加（再） 

 

 
 （d）学校給⾷等    地元産 農産物 利⽤ 情報  

２ ② 農業・農空間の多⾯的機能を知り、学ぶ機会の充実  
F．農作業を体験することができる環境の整備等  
 （a）市⺠農園等 農作業体験 環境整備  

２ ① JA等 農産物直売所 通  交流機会 充実（再） 
② 農業 農空間 愉   交流  農園等 充実 

３ ① 農空間づくりに気軽に参加できるプラットフォームづくり（再） 
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 ① 農を活かした地域協働活動の推進（再）  
（b）⾼齢者、障がい者、⽣活困窮者等の福祉を⽬的とする都市農業の活⽤の促進  
１ ⑤ 障がい者の新たな就労の機会を創出するハートフルアグリの促進（再）  

G．学校教育における農作業の体験の機会の充実等  
 （a）学校教育における農作業の体験  

２ ② 農業・農空間の多⾯的機能を知り、学ぶ機会の充実（再） 
 ② 農業 農空間 愉   交流  農園等 充実（再） 

 

 
（b）都市農業者  交流  
２ ① JA等 農産物直売所 通  交流機会 充実（再） 

② 農業 農空間 愉   交流  農園等 充実（再） 
３ ① 農空間づくりに気軽に参加できるプラットフォームづくり（再） 

 ① 農を活かした地域協働活動の推進（再） 

 
 
 

 
H．国⺠ 理解 関⼼ 増進  
 （a）都市農業 関  知識 普及及 啓発    広報活動  

１ ⑥  仕事     ⼤阪農業 魅⼒発信（再） 
２ ① ⼤阪産（もん）を知る機会の充実（再） 

② 農業・農空間の多⾯的機能を知り、学ぶ機会の充実（再） 
 ③ ⼤阪産（もん）を味わえる飲⾷店の増加（再） 

 
 
 

 
（b）都市農業者 都市住⺠ 交流促進  
２ ① JA等 農産物直売所 通  交流機会 充実（再） 

② 農業 農空間 愉   交流  農園等 充実（再） 
３ ① 農空間づくりに気軽に参加できるプラットフォームづくり（再） 

 
 

 
I．都市住⺠   農業 関  知識及 技術 習得 促進等  
２ ① JA等 農産物直売所 通  交流機会 充実（再） 

② 農業 農空間 愉   交流  農園等 充実（再） 
３ ① 農空間づくりに気軽に参加できるプラットフォームづくり（再） 

 
 

 
J. 調査研究の推進  
※今後 国 制度 ⽀援策 応  ⼤学 環境農林⽔産総合研究所 連携 取 組   
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【参考資料①】
課題と兆し（個別シート）
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「ひと」担い手の状況

①主力となる農業者の状況

○販売金額500万円以上の経営体数
854（H22） 747（H27）（目標850未達成）

○販売金額1,500万円以上の経営体数は微増
その総販売推定額はH17 H27で1.4倍

○特に、販売金額500～700万円の経営体
減少率が最も高い。500～700万円の減少が大き
い市はぶどうやキャベツ等の産地のある羽曳野市
や泉佐野市等。

○国から指定を受ける産地面積は横ばい～微減であるが、一部品目を
除き生産者数は減少。

②地産地消を支える農業者の状況

○直売所出荷者数はここ５年で倍増、大阪版認定農業者の認定件数、人
数ともに増加。地産地消の推進に大阪版認定農業者が一定程度寄与し
たと考えられる。

③新規就農・参入の状況

○企業の農業参入 H27末実績31社

（目標22社※ 達成率141%）

○新規就農者 H27末実績86人
（目標56人※ 達成率154% ）

○準農家 H27末実績85人
（目標76人※ 達成率112% ）

○ハートフル H27末実績5事業者
（目標6者※ 達成率83% ）

※H32までの目標設定に対する

H27末時点の換算値

④新規参入・規模拡大の推進を図るための農地確保

○農地中間管理機構（⼤阪府   公社）   農地貸借
◇農地貸付⾯積 ◇平成27年度貸付農地実績 内訳

現状・成果

①主力となる農業者に係る課題

○人口減少、少子高齢化が進展する中で、担い手の減少をくいとめるの
が難しい中で、大阪農業の生産力（販売額）を維持・発展させる担い
手構造を検討する必要あり。

○一人あたりの栽培面積を拡大できる、栽培技術の向上や出荷体制の
整備など、JAと連携した産地振興が必要。

②地産地消を支える農業者に係る課題

○出荷者数だけでなく、直売所数、売上高ともに伸びていることから、地
産地消の府民ニーズは依然高いと考えられるが、大型直売所の立地
は担い手の豊富な地域に偏りがちであり、府民ニーズに応えるために
は、現在常設の直売所が存在しない地域に新設できるよう、農産物の
納入を安定的に行えるだけの担い手を確保する必要がある。

○大阪版認定農業者は、一定施策目標を達成したことから、今後一層の
地産地消の推進に向けて制度の拡充が課題。

③新規就農・参入に係る課題
○企業の農業参入
・参入者数は、一定の成果があるものの、さらなる雇用の受け皿として

の機能を強化する上で経営の安定化が課題。
(参入当初に掲げた計画通りに進んでいる企業の割合38%)

○新規就農者
・就農者数は、一定の成果があるものの、定着・自立には至っていな

い。
（ex.青年就農給付金受給者就農後５年目の平均経営規模61a、

平均所得額は98万円程度）
○準農農家

・農業参入の入り口として、参入実績も増えているが、十分な農地の確
保が出来ず待機者も多い。また農家へのステップアップが十分に出来
ていない。（準農家からの就農12%）

○ハートフル
・既参入事業者の安定的な事業継続を図る上での収益改善が課題。

→新規参入への障壁ともなる。

④農地確保に係る課題
○農地の受け手ニーズに対応した貸付可能農地が不足。

○荒廃農地調査により貸付意向のあった貸付可能農地は、営農
環境が未整備ものが多く、農地転貸が進みにくい。（マッチング
率が低い）

課題

①主力となる農業者に係る兆し
○法人化及び規模拡大アンケートによると、販売金額500～1,500万円

層の規模拡大意向は54％、人材確保により経営規模拡大を望む農業
者が多い（14％）。生産力の維持・向上に向けて、人材確保や法人化、
個々の経営発展等、農家ニーズへの対応が必要。
 「農の成長産業化推進事業」スタート。

○JAによる集出荷場の整備が一部品目で進んでいる。また、都市農業
振興サポートセンターがスタートし、都市農業の振興に向けて、JAとの
連 携を強化している。

②地産地消を支える農業者に係る兆し

○直売所出荷者数が増える中、エコ農産物や有機栽培など、質の高い
農産物の栽培を目指す、意欲の高い農業者の育成に取り組む。

○農業生産力の向上に向けて、目標販売金額の引き上げなど、大阪版
認定農業者数制度の見直しを検討していく。

③新規就農・参入に係る兆し

○準農家参入者へのアンケートでも、農家へのステップアップを検討して
いる22%、ステップアップを図る上で専門家から助言を受けたい16%と
向上意欲が現れており、これらの意欲ある農業者を支援していく。

○農業参入した企業を対象にした意向調査によると、「今後の規模拡大
を検討している」「将来的には検討したい」が75％あり、規模拡大の促
進に取り組む。

兆し

(者)

すぐにでも拡大

したい
29%

将来的に拡大

したい
54%

現状で十分
11% 縮小したい

2%

無回答
4% 農地の確保

25%

やる気
23%

販路の

拡大
18%

雇用
14%

資金
11%

その他
9%

【規模拡大に必要なこと】【規模拡大意向】 39歳以下の約8割
以上が拡大の意向

(府アンケート結果より)

(府アンケート結果より)

農家へのステッ

プアップを検討

している
22%

専門家から助

言を受けたい
16%

このままの状態

を維持したい
38%

その他
18%

無回答
6%

販売金額 Ｈ２２ Ｈ２７

50万以上500万未満 3，242 2，652

500万以上1500万未満 677 569

1500万以上 177 178
854 747

④農地確保に係る兆し

○重点実施地区を指定して地域での話合いに取り組んだ結果、Ｈ２６、２７年度の
貸借実績面積の約６０％が面的に転貸された。引き続き面的な取り組みを進める。

○農地の受け手ニーズを踏まえた上で地域等を限定して農地を掘り起こすことなど
が、 マッチング率を上げる手法を検討していく。

14.9

22.9

0

5

10

15

20

25

H26 H27

【貸付面積の増加】
154%の伸び

(ha)

【貸付実績】
65%が規模拡大
約1/4が法人

規模拡大農家等

法人（新規除く）

新規法人

新規就農者

準農家

法人への
貸し付け

14.9ha
65%

3.5ha
15%

2.6ha
11%

1.3ha 6% 0.6ha 3%

販路
19%

作付け計画
17%

栽培技術
31%

地域への溶け

込み方
3%

先進農家のノ

ウハウ
22%

その他
8%

31

115

75

154

202

【新規参入】

5年間で202件
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ターゲット層 販売⾦額

先進的農家 3,000万円以上

専業農家 500 3,000万円

兼業農家 50 500万円

⾃給的農家 50万円以下

多様な担い⼿の育成・確保【ひと】

【成功事例】 新規参⼊でぶどうの⾼値販売・規模拡⼤

品 ⽬︓ぶどう
⾯ 積︓５０ａ→１００ａ
労働⼒︓本⼈ 妻
売り先︓市場出荷、百貨店、直売

【経営の特徴】
 先進農家  ⻑年 研修経験 技術 習得  ⾼品質     安定  ⽣産
 百貨店 直売   ⾼値 販売   販路 拡⼤
・⽣⾷に向かない規格外品をジュースに加⼯し、⾃⾝で販売する６次産業化に取り
組むことにより収益増を図っている

専業農家（販売⾦額500 3,000万円）
【成功事例】 市街化区域  効率的 家族経営 商品 付加価値化

品 ⽬︓⽔なす（ハウス）
⾯ 積︓２４ａ
⼒︓本⼈ 妻 ⻑男 次男 ⻑⼥
売り先︓漬物業者、直売、インターネット販売、百貨店 他

【経営の特徴】
 家族内 ⽣産 加⼯ 販売担当 役割分担 明確   効率的 経営 ⾏   
る。（後継者有り）
・漬物加⼯業者への⽣果販売→⾃⾝で漬物加⼯（6次産業化）し、インターネット
等での販売に⽐重を移したことで収益増
 商品 農園 魅⼒ＰＲ   付加価値化      雑誌等     露出   
積極的 ＰＲ ⾏  新規顧客 販路拡⼤ 成功

専業農家（販売⾦額500 3,000万円）

【成功事例】 農地集積   効率的 ⼤規模⽣産 農園     化

品 ⽬︓たまねぎ、キャベツ、⽔稲（作業受託有）
⾯ 積︓２５ｈａ 
労働⼒︓本⼈ 妻 社員数名      ほか
売り先︓契約販売、市場出荷、百貨店、直売、マルシェ出展 ほか

【経営の特徴】
・農地集積を進め、⼤規模化
 機械化⼀貫体系 確⽴  効率的 ⽣産･収穫 可能     
 ⾃社農園     化 農園     開催   ＰＲ 新規顧客 販路拡⼤ 成
功
 近年法⼈化  ⾃社     信頼度ＵＰ 繋     
・ドレッシングやスープの委託⽣産・⾃社販売による6次産業化により収益増を図って
いる

先進的農家（販売⾦額3,000万円 ）

「農業の成長産業化」の成功事例

先進的農家
（0.2％）

専業農家
（2.9％）

兼業農家
（12.2％）

自給的農家等
（84.7％）
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戦略品目の課題と兆し

【 概 要 】

○「もの」の面から『選択と集中』により大阪農業の成長産業化を実現するため、環農部内に大阪産(もん)
戦略プロジェクトチーム(ＰＴ)（事務局：流通対策室）を設置。（H28.4月～）

○「府外に展開する大阪らしい品目」を絞り込み、第一フェーズの戦略品目として、水なす、ぶどう、若ごぼ
うの３品目を選定。今後も第２フェーズの品目を検討、選定していく。

○ターゲット：首都圏

○ターゲット：海外

【革新的農業技術の検討】

○戦略品目をはじめ生産の拡大を目指す重要品目を選定。生産性と商品性向上のための革新的農業技
術の開発・導入、導入ロードマップを作成。

○現場と環農水研･商工労働部･他機関･企業･大学等をコーディネートして公民プロジェクト等を実施し、
新技術の導入を推進する。

→（ロードマップ作成品目）水なす、ぶどう、若ごぼう、千両なす、若ごぼう、トマト、いちご、えだまめ、

キャベツ、たまねぎ、露地野菜・伝統野菜、いちじく

○ （課題）大阪農業は規模が小さく、多様な集約経営で発達しており、機械等への要望も多様であり、需
要の規模が小さいため、省力化機械等の開発・導入が進みにくい。

現状・課題

【戦略品目の兆し】

○水なすは平成23年頃から首都圏での販売を強化しており、平成27年の売上額は約
９千万円。

○ワインの売れ行きが堅調でワイン用ぶどうの生産量が増加。

○アジア輸出の開拓のため８月の香港フードエキスポに水なす漬け等をＰＲ。

○八尾若ごぼうは、市・ＪＡ等と連携したＰＲ活動により、価格が上向き。

【革新的農業技術の兆し】

○ICTやセンシング技術を使ったスマート農業に対し、農林水産省も予算を拡大。

○水なすハウス栽培で大きな課題となっている「つやなし果」対策として、国の公募型

の研究事業「革新的技術開発・緊急展開事業」に環農水研･農政室･泉州農緑事務所･

JA大阪泉州･農研機構･民間企業等と連携して応募し、９月末に採択された。研究所

がデータを蓄積してきた細霧冷房技術等を組み合わせて生産農家のハウスで低コスト

複合環境制御の実証試験を行う。

○ぶどうの輸出に向けた病害虫防除の技術確立、若ごぼうの生産技術面の課題とな

っている「カシ」対策等について環農水研とともに解決を図るほか、ロードマップに位置

付けた革新技術等について情報収集やものづくり企業との連携を推進・検討中。

○現行のアクションプランでは詳述していない品目別の生産技術革新や販売戦略に

ついて、新ビジョンではそれらの方針、重点的な取組について位置づける。

兆し

品目 選定理由 課 題

泉州
水なす

○地域団体商標取得
○首都圏プロモーション等により､知名度や需要が向上
○首都圏出荷額5,000万円超。産出額約10億円
○ＪＡでは、購買力が高い首都圏出荷を増やす見込
み

○水なすと類似の在来種の増加 (
山科なす、十全なす、絹皮なす等)

○府内・府外向けの出荷量の確保
（生産振興との連動）

○漬物以外の食べ方の認知

八尾若
ごぼう

○地域団体商標取得
○大阪独自のものとして訴求可能
○独自の進化を遂げてきた八尾独自の品種
○機能性成分ルチンを高含有

○旬が短く、生鮮だけではＰＲが限界。
加工品の開発が必要。

○品種の独自性の確認
○調理方法の認知
○効果的な出荷先の確保

品目 選定理由 課 題

ぶどう
(デラウ
エア)

○現在も全国各地に出荷。全国的なニーズ高い。
○若手農家が大房デラウェアの輸出に意欲的
○生産量が増え価格が下落する７月下旬の輸出が好
タイミング

○輸送中の脱粒リスク
○海外の農薬残留基準に合致した

農薬使用

水なす 若ごぼう デラウエア
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府が取り組んだ主な支援策

課題・兆し

農産物直売所を核とした販売農家・地域の元気力向上

現状・成果

１ 売筋品目の作付指導、地域特産品育成
• 直売所出荷者向け栽培技術講習会

• 新規品目導入、ブランド化に向けた出
荷規格策定支援 等

スイートコーン「能勢
太陽の粒」

２ 集客対策支援

• 複数の直売所の連携による集
客イベントのコーディネート

• 店頭POP作成等に関する講習会
の開催 等 直売所連携による大

阪産（もん）フェア

• ５年間で直売所販売金額は1.6倍、出荷者数は1.5倍に増加。
• ただし増加しているのは大規模直売所（販売金額5,000万円以上）であり、5,000万円未満の直売所では横ばい。大規

模直売所のうち新規開店除く13箇所の売上は横ばいであることから、販売金額の増加要因は主として新規開店とい
える。

• 販売金額5,000万円未満の直売所の中では、小規模（販売金額1,000万円未満）の比率が下がり、中規模（同1,000万
円～5,000万円）の比率が高まった。

• 大規模直売所の中では販売金額1億円以上の比率が高まっている。

総販売金額・出荷者数の動向

府内産出荷の動向

• 販売金額5,000万円以上の直売所に
おける府内産率は80%超で横ばい。

• 出荷者1人あたり府内産販売額は減
少傾向（既存大規模直売所13箇所に

おいて、販売金額が小さい小規模な
出荷者数が増加していることが主な要
因）。店舗ごとに見ると最小で333千円、
最大で2,727千円と開きが大きい。

課題

兆し

・今後大規模直売所の新規開店が
見込めない中、引き続き販売農
家・地域の元気力を向上させるに
は、既存直売所の売上向上に取り
組む必要がある。

・既存直売所の売上を向上させる
ためには、改装による売場面積拡
大や併設施設（レストラン、喫茶・
軽食、体験農園、観光案内所等）
の設置などのハード対策、府内産
の出荷量増加等ソフト対策に取り
組む必要がある。

・府内主要産地の多くで生産量が減
少する中、直売所においては出荷
者数及び府内産販売金額が増加し
ていること。

・都市部の直売所において売上が
伸びており、今後も成長が期待でき
ること。
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制度運営14年 実績   国 特別栽培農産物ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ   近年の
動きを踏まえ、円滑化 信頼性 両⽴  改正を実施︕

東京       ⾒据   オーガニック」や「エコ農産物」の推進 強⼒
に打ち出している現在の国の動   府⺠アンケート結果を踏まえ、名
称は従来どおり「エコ農産物」とし、「⼤阪産（もん）ロゴ」を活⽤の上、
キャッチコピーも含め、全体として「安全・安⼼」が表現されるよう改正。

（１）認証マークの改正

⼤阪  農産物認証制度 課題 兆 

１．これまでの経過 ３．制度改正（兆し）

○制度開始以降 成果
府内農業者の環境保全型農業の定着
①農薬 化学肥料 府内出荷量 約30%減
②環境保全型農業に取り組む農業者の増加

農林業    3,306⼈（2000年）
⇒4,343⼈（2010年）

③全⼤型直売所  ⽣産履歴記帳提出 実現

農薬 化学肥料 使⽤量 府慣⾏ ２分の
１以下となるよう作物ごとに栽培基準を定め、そ
の基準に従って栽培される農産物を知事が認証
するもの。認証された農産物には、認証マークを
貼付（平成13年12⽉発⾜）。

⼤阪  農産物認証制度

（１）認証件数・認証者数等
件数4,491件、⾯積533ha
認証者数1,142名

（２）認証件数・認証者数の推移

現 状（Ｈ27）

２．課題及びその対応策

エコ農産物の⽣産には、⾼度 栽培
技術や⼿間が必要だが、価格アップにつ
ながっておらず、申請者数、件数ともに
頭打ち。

＜原因＞
「エコ農産物」そのものが知られていない
ほか、「より⼿間をかけ⽣産されたもの」
「エシカル（倫理的＝環境保全 社会
貢献）」概念を持つ農産物であることが
⼗分伝わっていない。

信頼性を確保しつつ、申請件数の増
加 対応可能 認証制度 運営体
制が必要。

消費者  訴求⼒ 向上
売れることによる、

⽣産者のメリット感の創出

認知度 ⾼ ⼤阪産（  ） 
 連携   新      戦略
の構築
・⼤阪産（もん）を活⽤したﾏｰｸの改正
・市町村ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ、 ⼤阪産（もん)  事
業者との 連携・マッチング

・府⺠     制度 設⽴

府⺠認知度60％超

１の対応策

回答者総数550名（3回実施）
①エコ農産物35.9％ ②ええもん農産物27.6% ③安⼼農産物19.4%
④まごころ農産物13.2％ ⑤Ｅもん農産物7.2%

Ｈ２7府⺠     結果 85.8％の⽅がエコ＝エコロジー
エコ≠       意⾒︕

環境保全型農業の定着
①農薬 化学肥料 府内出荷量 

約30%減
②環境保全型農業に取り組む農業者が増加
3,306⼈（ 00）⇒4,343⼈（ʼ10）

③全⼤型直売所で⽣産履歴記帳の提出を
実現

成 果

着実に増加︕

知ってもらうことが必要︕

１．    戦略上 課題

２．制度運営上 課題

府⺠認知度（H26）13.8%
認証マークについても、制度 趣旨
 伝       意⾒  

新ﾏｰｸはH29.4⽉
使⽤開始新   不使⽤  ︕

（２）制度内容 改正

項⽬ 現⾏ 改正案

１．栽培基準 農薬・肥料
（窒素･ﾘﾝ酸）

肥料（リン酸）基準の
廃⽌

認証ﾏｰｸの
表⽰

農薬・化学肥料５
割以上削減の表記
のみ

「農薬・化学肥料不使
⽤」の表記を追加

２．⾃⼰点検ｼｰﾄ
（⼤阪版簡易

GAP）
新規導⼊

３．農薬の
申請⽅法

病害⾍の発⽣を
予測して記⼊ 防除⽇誌の活⽤も可

４．実績報告 申請時と同じ項
⽬

「品⽬ごとの栽培⾯積」
「⾃⼰点検シートの取組
状況」のみ

５．府HPを活⽤し
制度 ⾒  化

⽣産者名､品⽬の公表
（新規）
残留農薬分析結果公
表（新規）

⾃⼰点検シート

農
業
者
・
消
費
者
双
⽅
に
と
っ
て
魅
⼒
あ
る
エ
コ
農
産
物
認
証
制
度
へ

﹁
不
使
⽤
﹂
認
証
区
分
・
⼤
阪
府
認
証
エ
コ
農
産
物
⾃
⼰
点
検
シ
␗
ト
︵
⼤
阪
版
簡
易
Ｇ
Ａ
Ｐ
︶
に
よ
る
よ
り
⼀
層
の
品
質
向
上

＆

市
町
村
︑
Ｊ
Ａ
ブ
ラ
ン
ド
︑
さ
ら
に
は
実
需
者
等
の
取
組
と
の
連
携
強
化

具
体
的
に
は

具
体
的
に
は

し
か
し
な
が
ら
・
・
・

「販売⽬的の作物作付⾯積」と「エコ申請⾯積」の推移

のぼりの例

⾷品の⽣産者として必要な事項等を追加し、
⼤阪府におけるＧＡＰ（農業⽣産⼯程）の推進に向けた
第⼀段階としてシートの普及を図ります︕
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【成功事例】 開発商品︓⽔なすヌカ漬キット

【開発の経緯】
・漬け物は競合製品が多く独⾃性が出しにくいため、まねの
出来ない商品開発を⽬指す。

・初⼼者でも簡単に作れるヌカ漬けキット（特許出願中）
を開発。百貨店などに加え、雑貨店や書店などでの販売
    開拓 

・東京 企画会社 業務提携  海外  販路拡⼤中 
 現在  加⼯部⾨ 独⽴して法⼈化。

独⾃性の⾼い商品の開発

【成功事例】 開発商品︓ハーブティー、ハーブソルト

【開発の経緯】
 農外  新規就農  ３年⽬
 野菜 ⽶     ⽣産  宅配           漬
物に加⼯して道の駅などで販売。

・ハーブの栽培を担う妻が、ハーブティーやハーブソルトを開
発。

      商品 併          ⾏  忙  ⽇常
 中 ⾥⼭⾵景 思 出  ⼭⾹          販路
を拡げている。

コンセプトのはっきりした商品の開発

【成功事例】 開発商品︓⽔なすコンフィチュール

【開発の経緯】
・⼦どもでも⾷べることのできる加⼯品をとの思いでジャムづく
りに着⼿。

・着⾊料 保存料 使   ⾊ ⾷感 残したいため、⼤
阪府⽴環境農林⽔産総合研究所 技術指導 受  
商品化に成功。

・百貨店の野菜売場で⽔なすと共に並んだり、⼤⼿のホテ
   引 合       新  ⽔       開拓  
いる。

百貨店等 販路 拡  商品

⽣産者基点のプロダクト・アウトから消費者基点のマーケット・インの発想への転換が必要なことから、
農産品の商品開発に対する相談⽀援を⾏う 「⼤阪産（もん）６次産業化サポートセンター」を整備。
同センターは、コンサルタントや中⼩企業診断⼠、デザイナー、⾷品加⼯や加⼯施設整備、ＨＡＣ

ＣＡＰ 関           専⾨家     農林⽔産漁業者 相談 対  商品      
          選定    計算          等       ⾏  優  ６次産業化
商品が⽣まれるようになってきた。

「６次産業化」の成功事例

農林漁業者の所得向上・地域農業の活性化

１次産業 ２次産業 ３次産業

農林⽔産物 ⾃らの⽣産物を活⽤した加
⼯品を製造

製造した加⼯品を販売

資源の有効活用 付加価値の創出

６次産業化の今後の兆し

平成25年︓6次産業化に関する相談・⽀援窓⼝となる「⼤阪産（もん）6次産業化サポートセン
ター」整備。
総合事務所と連携した６次産業化を推進した。

平成26年︓流通対策室 ⼤阪産（  ）    推進     設置し、６次産業化の⽀援体
制の強化を図った。

平成27年︓         運営 農業技術⽀援 ⾷品加⼯技術⽀援 ⾏ ⼤阪府⽴環境農
林⽔産総合研究所 委託  農業⽣産 加⼯ 両⾯  相談 技術⽀援 ⾏ 体制
を整備。

６次産業化⽀援体制の強化の経過農林⽔産業 ６次産業化

顔の見える販売
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地域力による持続可能な農空間づくり
府民みんなで守る大阪の農空間

府民が身近にある農空間をフィールドに食や自然について学
びふれあえる活動に気軽に参加できる活動支援のプラット
フォームの仕組みや府の支援体制などを検討していく必要が
ある。

現状・成果 課題 兆し

項 目
単
位

H22
H23 H24 H25 H26 H27

目
標

達
成
率

実
績

実
績

実
績

実
績

実
績

農空間の
保全・活
用に取り
組む地区
数

地
区

43 45 48 54 58 74 60 
123
%

・地域⼒   農空間    取組 地区数    平成２２年
度 ⽬標     ５年度 ６０地区 ⼤  超  ７４地区 
おいて取り組みが進められた。

・ため池や農空間を保全する活動についてそれぞれ個別で活動を
進     横 連携 必要性 認識 
 各地区  農空間保全地域協議会等 設⽴  活動事例発
表会    情報交換  活動内容 対  助⾔   ⾏    
より、各団体の活動の質が向上した。

・地域の営農改善が図られたほか、景観に関する意識が向上
し、不法投棄がなくなるなどの効果があった。

①農空間づくり関連
継続地区 地元 課題認識      必須 
②オアシス構想関連
予算担保がなく継続性、増加性は難しいが、多⾯的機能⽀払い
を活⽤することにより活性化を図る。

【オアシス環境コミュニティ】整備  １０年以上経過  整備当時
の機運が低下。活動組織の代替わりなど、リーダーシップをとる⼈が
減少     整備   施設 ⽼朽化 進⾏  補修 改修 
必要であるがその費⽤負担が厳しい。

③農空間多⾯的機能⽀払事業
担 ⼿不⾜   課題 依然   残     今後 地域    
関して、地域のあり⽅などを考える体制作りが必要である。

①⾃然農法 農業体験      集   学⽣ 都市住⺠ 
組織をつくり持続的に遊休農地などの農空間を活⽤した活動を展
開している。
豊能町牧地区  地元 都市住⺠   棚⽥ 保全  企業 
巻 込  農空間 森林  地域⼀体 保全  取 組  発展
している。

河南町かうち地区では地元、NPO法⼈、専⾨学校が連携し、遊
休農地を再⽣、学⽣や就農希望者に農業体験や実習を展開。
地元の空き家を活動拠点として整備する取り組みも始動。

③多⾯的機能⽀払事業 府⺠   協働活動 必須      
   農家 ⾮農家 交流 図  府⺠ 農空間 対  意識 
向上している。
今後も継続的に協働活動を⽀援し、地域資源の適切な保全管
理を推進することにより、農業・農村の有する多面的機能を発
揮させる。『農』に関わる活動t地区はこれまで増加しており農
空間保全地域の１７％（1,915ha)をカバーしており、今後、この
カバー面積をさらに増やすとともに都市住民の参画を増進する
必要がある。
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土地改良施設の老朽化対策

現状 課題

■戦後の復興に伴い、大規模農業用ダムなどの土地改良施設を府が整備
■高度成長期には、広域性を有するパイプラインや農道を整備
■府から土地改良区や市町村等へ管理を委託簡易な維持補修等を実施
■管理者が簡易な維持補修等を実施。日常管理は農家が実施
■整備後、数十年が経過し耐用年数を超過。再整備を必要とするものが増大

府有土地改良施設（75施設）

逢帰ダム【岬町】

S40築造（52年経過）

高槻用水湛水防除事業水路

【高槻市】 築造年数S43（49年経過）

広域農道【南河内】

S49築造（43年経過）

土地改良区が管理する基幹水利施設

■河川改修等にあわせて整備された施設は土地改良区等が維持管理
■都市化の進展により、受益農地の減少とともに管理者である農家も減少
■整備後、数十年が経過し耐用年数を超過。再備を必要とするものが増大

府営事業により利活用整備した施設

■ため池オアシス構想（H3策定）に基づき、以降、ため池水辺環境を整備
■府有地の有効に活用するため、貝塚ダム跡地において農業庭園整備を実施
■生き物の観察や農体験の場など府民に身近な農空間として広く活用
■整備した施設は36地区。うち18地区は住民参加による地元組織が管理

他の地区では、農家が主体となり管理、もしくは市町村公園部局が管理
■整備後、20年以上が経過する施設もあり安全性の確保が必要

◆利活用施設に対する国の更新事業制度がなく、土地改良区や
市町村等による簡易な補修では安全性の確保に限界

◆市町村の財政的理由により簡易な維持補修等にも限界が発生
◆貴重な水辺空間や農体験の場として、継続的に活用できるよう

計画的な再整備が必要

横木が欠落した防護柵 洗掘、陥没した園内道路 老朽化し危険な木製ベンチ

府有土地改良施設（75施設）

土地改良区が管理する基幹水利施設

◆担い手農家の減少により、適正な日常管理に限界
◆市町村の財政的理由により簡易な維持補修等にも限界
◆計画的な再整備や利用需要に応じた有効活用が必要
◆利用需要に応じた適正な管理主体への施設移管が必要
◆都市化の進行に伴い、本来の機能を必要としない施設も発生

◆過大な施設となっている施設について、現場の制約（水深
等）等からポンプ施設ではダウンサイジング化が困難

◆大規模施設の再整備に係る費用を負担することは困難
◆受益に応じた維持管理が可能な施設とするため、水源転換等

の抜本的な更新が必要

府営事業により利活用整備した施設

施設名 設置 受益農地 年間維持費

Ａポンプ場 Ｓ４６
当時 現在

４００万円
９０２ｈａ ５９ｈａ

（参考事例）

平成27年11月策定

大阪府ﾌｧｼﾘﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基本方針

（大阪府公共施設等総合管理計画）

①施設の長寿命化

②総量最適化・有効活用

兆し

平成28年度 策定予定

土地改良施設長寿命化計画

①長寿命化 ⇒ストマネの取組推進

②総量最適化⇒管理者へ譲渡、廃止等

今後の取組みの方向性

■府有土地改良施設

⇒長寿命化及び総量最適化を計画的に

推進

■土地改良区が管理する水利施設

⇒適切な管理や更新を管理者に指導

■府営利活用施設

⇒管理者とともに施設のあり方検討

本年10月に発生した東京電力火災事故
（老朽化した地下ケーブルを長年放置
したことが原因との疑い）の二の舞に
ならないよう、至急、施設の現状把握
を行う必要あり！

［4］ ［8］ ［18］ ［8］
［9］

［2］

平均経過年数

耐用基準年数
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【参考資料②】
個別施策シート
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1 ②農業者 経営能⼒強化⽀援

◆取り組みの⽅向性
主⼒   農業者 経営規模拡⼤ 確実 進     農地 確保 資⾦確保            意欲 喚起 経
営マインドの強化 ⾼度 農業経営⼿法（農業技術 販売戦略 企画営業⼒ 雇⽤管理能⼒等） 習得   経営
強化等を講じていく。

しごと

◆具体的内容
①【⼤阪アグリアカデミア運営事業】
⾼度な農業経営⼿法を習得するための農業ビジネススクールの開設

②【農業者チャレンジプロポーザル事業】（おおさかNo-1グランプリ）
チャレンジ意欲 企画営業⼒ ⾝         必要 資⾦ 確保     機会 創出

③【経営強化コンサルプロジェクト事業】
農業ビジネスコンサルタントと連携したマンツーマンでの経営強化プランの実現化⽀援

④【戦略型農業⼈材     ⽀援事業】
戦略的農産物を⽣産する農業者と雇⽤就農希望者のマッチングにより農業者の規模拡⼤を誘導
⇒こうした取組みにより、農産物販売額を着実 増加   農業 成⻑産業化 図る

◆期待される効果
○今後の⼤阪農業を担う農業者が必要な⽣産からマーケティング、販売技術を含めた総括的な能⼒の習得
○⼤学 ⺠間企業   ⾼度 知識 最先端技術の普及
○若⼿農業者 経営⼒ 強化（     意欲 喚起 企画⼒ 営業能⼒     ⼒ 向上）
○若⼿農業者 経営⼒ 強化 必要 資⾦ 技術等の情報提供   経営⼒ 向上
○農業 成⻑産業化 向          育成
○経営改善成功事例 顕在化    他農業者  経営改善意欲 波及
○⼈材確保    戦略農産物⽣産者 経営⼒強化
○後継者育成やＣＳV   農業 通  共有価値 創造        意識 兼 備  農業者の育成

《取り組みイメージ》
○公⺠連携   攻  ⼤阪農業 実現 向  (推進体制イメージ)

◆⼤阪アグリアカデミア

◆おおさかNo-1グランプリ
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○「新規就農村」
着実に就農へと導くため、就農に対する適性等を⾒極めるための体験・実習の場の提供、雇⽤就農や農

業研修の受⼊れに必要な最低限の農業技術を取得、就農先や研修先のあっせん、などを⽀援

1 ①新規就農者の参⼊促進と定着に向けた取り組み

◆取り組みの⽅向性
新規就農を⽬指すやる気のある⽅を着実に就農へと導き、また技術⾯、経営⾯からのサポートを実施し、担
い⼿へのステップアップをトータルサポートします。

しごと

◆具体的内容
○⼤阪府の新規就農トータルサポート

《取り組みイメージ》

◆期待される効果
○就農希望者の希望する就農プランに応じた幅広い⽀援
○⼤阪府単独ではなく、関係機関との連携によるきめ細やかな⽀援
○就農だけでなく、就農後のアフターフォローによる着実な定着に向けた⽀援

⇒これらのトータルサポートにより、効果的な就農⽀援と担い⼿へのステップアップを⽀援

【実施⽅法】
①⺠間企業  委託（公募型      ）
②委託者により農地の確保（5,000㎡程度）
③受講⽣（約10名）を募集
④受講⽣が⾃ら農業を開始（300㎡程度）
 受託者が受講⽣に対して、
ⅰ技術研修（週２回程度）
ⅱ先進農家によるアドバイス
ⅲ農地 農家  ⾼度 技術研修をあっせん

【ターゲット】新規就農 希望  者    独⽴就農 ⽬指 者

【機能】
 ⾃ら農業への適性
を⾒  直 

 ⼀定の技術⼒ 
⾝につける

 将来 独⽴就農
に向けて農家
とのパイプをつくる

【⽬的】
新規就農希
望者の着実
な就農に向
けて、第１ス
テップとなる
場の提供

就農希望者に対する実践的研修により着実な就農へ導く
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1 ① ⾰新的農業技術の開発

◆取り組みの⽅向性
⾰新的農業技術 開発 普及   農産物 品質向上 労働⼒ 低減等 図    後    技術 汎⽤化 

よる参⼊⽀援を図っていく。
・⾰新技術のターゲットとして、⼤阪らしさ、強みを活かして⽣産を維持・拡⼤する品⽬とそのための技術を選定、⾰新
技術開発・導⼊のロードマップを明確にする。

・ICTやIoT 活⽤  ⾃動環境制御 温湿度 ⽇照 ⼟壌⽔分         収集 活⽤     技術 活⽤し
た作業省⼒化等 ⽬指      経営規模 ⼩  ⼤阪農業  活⽤        新規参⼊者  導⼊ 容
易な新技術の開発・導⼊を進める。

 新技術 開発 導⼊     ⼤阪府 環境農林⽔産総合研究所等 設置   ⾰新的農業技術検討会  ⺟体と
し、品⽬や技術ごとにプロジェクトを組むとともに、産地のＪＡ・⽣産者団体、⼤阪府内のものづくり企業等と連携し、
農業現場の技術ニーズの解決にものづくり企業のシーズの活⽤等を進める。

しごと

◆具体的内容
・ベテラン農家が苦労する夏期⽣育障害など⽣産性を低下させている課題の解決
・複合環境制御システムによる作物の⽣産性・商品性の最⼤限の発揮
        等 利⽤  省⼒化
・熟練農家のノウハウのデータ化による新規参⼊の促進・早期経営安定

◆期待される効果
 ⾰新的農業技術 開発 普及    ⼤阪農業 即応      農業 確⽴  収益⼒向上 省⼒化 図  
成⻑産業化 必要 技術⾯         ⽣ 出  

・これらの技術の汎⽤性を⾼め、新規参⼊者の増にもつなげていく。

《取り組みイメージ》

        機械化   省⼒化

ベテラン農家が苦労する⽣育障害等の解決 複合環境制御による⽣産性・商品性の向上

熟練農家のノウハウのデータ化

品⽬別           組織  開発 実証 促進 進捗 管理

「⾰新的農業技術検討会」での技術開発⽬標・スケジュール等の明確化
（⼤阪府農政室 環境農林⽔産総合研究所 関係JA等で構成）

しゅんぎくの葉焼 症状

腕上 作業⽤        例腰補助⽤        例

⼤阪なすの果⽪障害 若         症状 ⽔なす施設栽培の複合環境制御技術の開発

熟練農家の作業ノウハウをAIで解析
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1 ③ 規模拡⼤農業者や新規参⼊者 企業 農地 利⽤集積できる仕組みづくり

◆取り組みの⽅向性
担い⼿の減少や⼟地持ち⾮農家の増加など課題を抱える地区において、規模拡⼤や多様な担い⼿の農業参⼊ニーズに応
えるため実施するほ場整備事業（仮称︓農業参⼊促進型ほ場整備事業）の仕組みを構築する。

しごと

◆具体的内容

◆期待される効果
○多様な担い⼿の農業参⼊ ○耕作放棄地の未然防⽌

＜地元及び参⼊者の課題・ニーズ＞

○関係者の意向、ニーズ把握
 農空間   協議会 組織 活動 通  地元意向（⾃⼰耕作 農地貸借 離農） 調査 把握
・農空間保全委員会を通じた参⼊可能農地の情報把握
 ＪＡ 農業委員会 農地中間管理機構 ⾏政  関係機関 連携  参⼊希望者 掘 起   情報把握

○農地の事前マッチング
・貸借希望の場合 ⇒農地中間管理事業   利⽤権設定
・取得希望の場合 ⇒農地売買事業による従前地の取得 or 地権者の出し合いによる創設換地の取得

○担い⼿の参⼊を計画的に推進するためのほ場整備事業の計画、実施
・参⼊予定農地は地区内の「参⼊エリア」に集積（←事前マッチングを反映）

農業参⼊
エリア

（地元の課題・ニーズ）
・経営拡⼤を望む農家がいる⼀⽅で、
離農 貸借 希望  農家 多 

・このため、ほ場整備 実施 踏 切   
⇒担 ⼿ 参⼊    実施 踏 切  ︕

離農 貸借 
希望する農地

ほ場整備が進まない︕

（参⼊者の課題・ニーズ）
・整備農地で⾼収益型の農業経営をしたい。
・ほ場整備 事業実施 確実 ⾒込     
参⼊ 踏 切   ︕

地元、参⼊者のニーズが結びつかず、
参⼊が進まない︕

双⽅のニーズをコーディネートした
ほ場整備の実施

農地
集積

＜担い⼿が参⼊しやすいほ場整備イメージ＞

《取り組みイメージ》

整備された農地に建つハウス（泉南市） ハウス内の栽培ベンチ 出荷される有機野菜（ほうれん草）
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【基盤となる体制】
・産地の課題解決、⼈材育成等を図る普及指導活動
・JAによる営農指導
 環境農林⽔産総合研究所   技術⽀援

【共通分野】

農作物⿃獣被害対策 地球温暖化適応技術の普及 ⽣産施設・機械の導⼊促進

１ ② ⼤阪の⾷・⽂化を⽀える⾼品質な農産物の安定⽣産

◆取り組みの⽅向性
市場出荷等 通  ⼤阪 関⻄ ⾷ ⽂化 ⽀    野菜 果樹 花  ⽔稲 産地 維持 発展      技

術指導 価格安定制度 施設 機械 導⼊促進等 より⾼品質・安定⽣産を⽀援し、消費者への安定的な供給を
確保する。
・野菜︓JAとの連携による国の指定産地等における安定⽣産
 果樹︓⽣産者団体等  連携   品種更新 園地整備 技術研鑽等 推進
 花 ︓⽣産者団体等  連携   新品種導⼊ 鮮度保持 利⽤拡⼤等 推進
 ⽔稲︓良⾷味 ⾼品質⽶ 安定⽣産 品種導⼊
・共通分野︓府普及指導、JA営農指導、国・府事業の積極活⽤、地球温暖化対策等の技術⾯の対応

しごと

◆具体的内容
 野菜︓野菜価格安定事業 活⽤   市場価格低落時 価格差補填 計画的出荷 推進
・果樹:果樹経営⽀援対策事業等の活⽤による改植･園地整備等の推進､技術講習･品評会等による⽣産技術向上
・花き︓国産花きｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業 活⽤ 卸売市場 事業者団体  連携等   ⽣産技術向上 利⽤拡⼤推進
 ⽔稲︓⼤阪府種⼦協会 環農⽔研  連携   良⾷味 ⾼温耐性 品種選定、奨励品種としての導⼊
・共通分野︓普及指導活動による産地の課題解決、JA営農指導の強化、農作物⿃獣被害対策の推進、地球温暖
化適応技術 普及 ⾼度 ⽣産施設 機械 導⼊促進 都市住⺠ 共⽣  農業経営  ⽀援（農薬⾶散等
対策）

◆期待される効果
・園芸産地（5⼈・1ha・⽣産額1,000万円以上）77産地の維持・拡⼤
・府内ブランド⽶の維持・拡⼤

《取り組みイメージ》

野菜︓野菜価格安定事業   価格差低落時 補填 
計画的出荷等

果樹︓果樹経営⽀援対策事業の活⽤による改植･園地
整備等の推進等

花き︓⽣産者団体等との連携に  鮮度保持 利⽤拡
⼤等の推進

⽔稲︓⼤阪府種⼦協会・環農⽔研との連携に  優良
品種の選定等

野菜・果樹・花き・⽔稲の産地活性化(安定⽣産)

野菜価格安定事業による価格差補填 果樹経営⽀援対策事業による園地整備

奨励品種決定調査⽣産者による花育活動鮮度保持 事象試験

⼤阪産(もん)農産物 府⺠  安定供給＝
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《取り組みイメージ》

  農業 実現  府⺠    育 
⼤阪の農業・農空間

販売コーナー学校給⾷の⽇

市町村ｲﾍﾞﾝﾄ 商談会

②環境保全の拡⼤②環境保全の拡⼤

①消費者のメリット①消費者のメリット

１ ④ 安全・安⼼で環境にやさしいエコ農産物の⽣産振興 しごと

◆具体的内容
（１）認知度 ⾼ ⼤阪産（  ）  連携   新      戦略 構築
・⼤阪産（もん）ロゴを活⽤したマークの改正（実施済み）
・市町村ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ、⼤阪産（もん)事業者との連携・マッチング（短期的）
 学校給⾷  連携強化 府⺠サポーター（実需者、消費者等）制度 設⽴（⻑期的）
 ⺠間事業者 ⾷ 携  専⾨⼈ 養成校等 連携  府⺠運動 展開（⻑期的）
（２）エコ農産物安定⽣産技術 確⽴ 普及
 戦略作物 果樹           推奨作物    栽培技術 確⽴（⻑期的）
・ＩＰＭ技術 開発 普及      取組拡⼤（⻑期的）
（３）安全・安⼼確保対策
・ＪＡと連携したエコ農産物⾃⼰点検ｼｰﾄ（⼤阪版簡易GAP）の導⼊、
府の現地調査の強化（短期的）

・ＪＡや直売所等と連携した、農薬使⽤履歴ﾁｪｯｸｼｽﾃﾑ 導⼊（⻑期的）

◆期待される効果
 ⼤阪産（  ）  ⼀体的 ＰＲ      農産物 広 府⺠ 浸透 制度理解 進む    府⺠運動   ⼤阪  
農業の推進を展開  府⺠ 農業者 ⼀体     ⼤切 ⼤阪 農業 農空間の維持・保全が実現できる。

◆取り組みの⽅向性
・平成13年度 発⾜  ⼤阪  農産物認証制度      近年 申請件数が横ばい傾向であることから、⽣産者等には
制度 ⾒直 等   ⽣産の奨励 府⺠にはエコ農産物の認知度向上 制度理解 促進が課題となっている。
 特 認知度向上 制度理解促進      認知度 ⾼ ⼤阪産（もん）の取組みと連動したブランド戦略 再構築 ⽬
的として、平成28年11⽉に認証マークの改正を実施。今後、⼤阪産（もん）の取組みをはじめ、市町村     ⺠間事業
者等との連携を強化を図る。
・平成29年度  ⼀層 府⺠  訴求⼒ 向上 信頼性確保 両⽴ ⽬的    農薬 化学肥料 不使⽤  認証区分
の新設やエコ農産物⾃⼰点検ｼｰﾄを導⼊する。今後は、認証件数の増⼤への対応強化が必要である。
      農産物 府⺠⽣活 定着させるため、エコ農産物 率先購⼊     動機付  府⺠運動 展開 必要。

・⽣産拡⼤ 流通事業者等 御協⼒ 
より、安全・安⼼な農産物が⼊⼿しやす
くなる。
   農産物  理解 深  安⼼ 感
じられるとともに、エコ農産物の購⼊によ
る社会貢献（環境保全）を実感できる。
・⾷育等を通じた、次世代（⼦どもた
ち）の育成につながる。

・化学肥料 基準 窒素成分   
      申請事務 効率化   
とにより、エコ農産物の取組拡⼤を図
り、府内全体において農薬・化学肥
料 環境負荷軽減      

 認知度 向上    有利販売につながる。
 事務 効率化      農産物の⽣産に
取り組みやすくなり⽣産拡⼤が図られる。

・⾃⼰点検ｼｰﾄにより、⾃らの経営の向上が
意識      

⾃⼰点検ｼｰﾄ

＊認証制度 ⾒  化 実現＊認証制度 ⾒  化 実現
＊販売店登録制度＆府⺠     制

度 導⼊
＊学校給⾷への取組拡⼤
＊⺠間事業者 ⼤学等 連携  府⺠

運動の展開
⼤学と連携した
レシピコンテスト

IPMの取組＊⾃⼰点検シートの浸透＊⾃⼰点検シートの浸透による
エコ農業の実現

＊ＩＰＭ技術の普及による
エコの取組拡⼤

③⽣産者のメリット③⽣産者のメリット

＊⼤阪産（もん）と連携したPRの実施
＊市町村ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ、⼤阪産（もん)事業

者との連携・マッチング
＊栽培技術 確⽴   取組拡⼤
 戦略作物 果樹 果菜類 
エコ推奨作物

・新規参⼊者（企業・個⼈）
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１ ⑤ 農産物の⽣産を⽀える農業施設のファシリティマネジメントの推進

◆取り組みの⽅向性
⼤阪産（  ） 安定⽣産 ⽀  ⼟地改良施設（多様 機能 発揮  利活⽤施設 含 ）     施設 ⽼朽
化 対  ⻑寿命化対策 将来 ⾒据   ⼩型化   統合                取組 進   

※ファシリティマネジメント
不動産（⼟地 建物 構築物 設備等）    経営 視点  最適 状態（   最⼩ 効果最⼤） 保有 運営 維持     総

合的 管理⼿法

◆具体的内容

《取組対象イメージ》

○⻑寿命化（予防保全型 施設管理）
            取組［    ︓点検（⽇常管理） 機能診断 保全計画 対策⼯事］ 推進

府域 ⼟地改良施設（①府有施設、②⼟地改良区等 管理する施設、③府営事業   整備  利活⽤施設）に
    施設 構造点検 利⽤状況調査  現状把握 ⾏      管理者 協議    下記取組を複合的に推進

○実態にあわせた⼩型化や統合、廃⽌
 受益地 減少   施設規模 過⼤   維持管理 負担 増⼤       ⼩型化 統合 検討
・整備当時は効⽤を発揮していたが、その後の社会情勢により効⽤を発揮していないものは廃⽌を検討

○利⽤率向上 多⽬的利⽤
・地域の現状・課題に応じ、既存ストックを有効に活⽤

◆期待される効果
○⽣産を⽀える農業⽤施設の健全な運⽤ ○施設管理者の負担軽減

⼤阪産の⽣産を⽀える
⼟地改良施設

多⾯的
機能発
揮施設

③利活
⽤施設
ex.オア

シス

②⼟地改
良区管理

施設

①府有
施設

75地区

府域の⼟地改良施設

《ストックマネジメントの取組サイクル》

逢帰ダム【岬町】
S40築造（52年経過）

⾼槻⽤⽔湛⽔防除事業⽔路
S43築造（49年経過）

《管理負担 増⼤    ⼟地改良区管理施設 事例》

《⽼朽化  府有施設 事例》

稲倉池【泉佐野市】
S24築造（68年経過）

⼤冠排⽔機場【⾼槻市】
S38築造（54年経過）

受益農地(≒農家数)が激減︕

しごと
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1 ③ 戦略品⽬を定め、⽣産とマーケティング、販売が⼀体となったブランド展開

◆取り組みの⽅向性
⼈⼝減少   国内市場 縮⼩ 農業従事者 ⾼齢化 若者 農業離     伴う耕作放棄地の増加など、農業を

取り巻く環境は厳しさを増している。都市部であり農地⾯積が限られる⼤阪において、農業を維持発展させていくためには、こ
れまでの地産地消に重点を置いた取組みに加え、泉州⽔なすのような他府県にも打って出る⽣産重点品⽬を絞り込み、戦
略的  総合的 展開 必要。
そのため、平成28年４⽉  部内関係室課 構成   ⼤阪産（  ）戦略           ⽴ 上  市場  

ズを踏まえた上で⼤阪らしさ、⽣産の状況などの観点から検討 ⾏  府外 向  戦略品⽬    泉州⽔       
新  ⼋尾若   、ぶどう（デラウェア）について ⽀援 ⾏       

しごと

◆具体的内容
１.⾸都圏  販路開拓【泉州⽔   ⼋尾若   】
⼤阪         ⼤  購買⼒ ⾼ ⾸都圏市場    戦略品⽬   泉州⽔   若    販路 拡⼤   
①⼤阪産（  ）戦略品⽬ 販促    開発
②⾸都圏での販売に向けたＰＲ活動の実施
⾸都圏 ＰＲ活動 ⾏  優良顧客 囲 込  共 、⾸都圏での継続販売につなげていく。

③クックパッド⼤阪府公式キッチン開設(泉州⽔   ⼋尾若   )
国内最⼤級    投稿 検索    発信⼒ 活   戦略品⽬ 特徴や⾷べ⽅、キャンペーン情報等を掲載。

２．海外  販路開拓【ぶどう（デラウェア）】
海外輸出の⾜がかりとして⾷品の輸⼊規制が少なく、関税がかからない⾹港で   （     ） 販路開拓 実

現していく。
①海外に輸出に向け、輸送⽅法等の課題について検討を実施。
②アジア最⼤級の⾷の商談会である「⾹港フードエキスポ」においてマーケティング調査を実施。

◆期待される効果
⾸都圏や海外への出荷が増えることで⼤阪産（もん）全体のブランド価値が向上し、⽣産振興や新規就農者の増加に

つながる。

《取り組みイメージ》

⼤阪にフィードバック
◇⼤阪産（もん）全体の底上げ
◇⼤阪市場での⼤阪産（もん）の優位性発揮

戦略品⽬
⾸都圏 泉州⽔   ⼋尾若   
【期待される効果】
・ ⼤阪  購買⼒ ⾼  ⼤         
⾼価格販売

・ 出荷量 多 時 価格調整機能
・ ⾸都圏での評価を⼤阪にフィードバック

海外 ぶどう(デラウエア)
【期待される効果】
・ 出荷量 多 時 価格調整機能
・ 富裕層が多い国をターゲットとした⾼価格販売
・ 海外での評価を⼤阪にフィードバック

地産地消

戦略品目
選定

首都圏・
海外への展開

【⾸都圏】
①販売ツールの開発
②⾸都圏でのＰＲ活動の実施
③クックパッド⼤阪府公式キッチンを活⽤した情報発信

【海外】
①ぶどう（デラウェア）の輸出⽅法の検討
②⾹港でのマーケティング調査

⼤阪産（もん）
全体の底上げ
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２ ①⼤阪産（もん）を知る機会の充実

◆取り組みの⽅向性
消費者   府⺠ 多  ⼤阪 農業 農産物    知   状況          ⼤阪 農業等  知      

消費してもらう」ことを基本⽅針とし、平成20年度  ⼤阪 採  農林⽔産物 加⼯品 ⼤阪産(もん)ロゴマークをつけ
 流通・販売を進めきた。現在は⼤阪産(もん) 対  府⺠ 認知度は約６０％にまで、⾼まってきている。
今後  ⼤阪産（  ） 消費拡⼤ 府内農林⽔産業等 振興 図          利⽤拡⼤ ⾝近      

購⼊機会 拡⼤           引 続 ＰＲ 強化  ⾷ 通  ⼤阪 魅⼒ 国内外 発信     

くらし

◆具体的内容
①ホームページやＳＮＳを活⽤した情報発信

・⼤阪産（もん）の専⽤のホームページ、メールマガジン（⼤阪産（もん）ファン通信）及びfacebook等で効果的な情
報発信 ⾏  

②⼤阪産（もん）イベントでのＰＲ
・⼤阪産（  ） ⾒  触   ⾷  楽       ⼤阪産（  ）の物販ＰＲイベントを開催し、消費者の購⼊
意欲を向上を図っていく。

       空港等 多  ⼈ 利⽤  場 活   場所  催事 ⾏  

③飲⾷店  ⼤阪産（  ）利⽤促進
  ⾷ 都 ⼤阪        ⼤阪割烹 参加店        ⼤阪産（  ） 利⽤     常時⼤阪産（  ）

を味わえる場所を増やす。

④⼤阪産（  ）      利⽤拡⼤
 ⼤阪産（  ）     化 促進     ６次産業化   加⼯事業者 増加 飲⾷店  利⽤拡⼤ 図    
    府⺠ 浸透      

 府管理施設等  ⼤阪産（  ） 利⽤推進
 本庁⾷堂 社員⾷堂  ⼤阪産（  ） 利⽤        

◆期待される効果

・⼤阪産（  ） 利⽤拡⼤ 消費拡⼤ 
 農林⽔産業 成⻑産業化 ⾷品産業       地域産業 活性化
 ⼤阪産（  ） 通  ⼤阪 魅⼒向上

《取り組みイメージ》

⼤阪産（もん）ＰＲの推進

○農林水産業の成長産業化
○食品産業をはじめとする地域産業の活性化
○大阪産(もん)を通じた大阪の魅力向上

⼤阪産（もん）の需要喚起

・大阪産（もん）の率先購入消費者

・需要に合わせた生産拡大生産者

・販売店・飲食店での利用拡大販売者等

・多様な商品開発加工事業者
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2(2)① 農産物直売所 魅⼒向上
2(3)① JA等 農産物直売所 通  交流機会 充実

◆取り組みの⽅向性

• 直売所等の機能を強化し、 府⺠ 地元産農産物      （＝産地 気候 ⾵⼟ ⽣産過程等） 感    場
所」「地域農業振興、農空間保全等に寄与するエシカル消費（＝倫理的 消費⾏動︔農産物 購⼊ 体験活動 
の参加等）を実践する場所」となるよう誘導

• 直売所等 利⽤者 対象   農業体験 ⽣産者  交流活動等 展開      等併設による多機能化⼜は地域
ブランド農産物・加⼯品の育成等、個性化・差別化に向けた取組を⽀援

くらし

◆具体的内容

• 直売所周辺地域    交流活動 農業体験活動 関  情報発信 参加申込窓⼝設置 活動参加者  優待
（駐⾞場 提供等）

• エコ農産物や地域ブランド農産物・加⼯品のミニ産地育成に向けた技術指導
• 直売所等の個性化・差別化に向けた⽀援

◆期待される効果

• 府内産農産物の販売増加による地域農業振興
• 都市農村交流⼈⼝ 増加   地域活性化

《取り組みイメージ》
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3 ① 農空間づくりに気軽に参加できるプラットフォームづくり

◆取り組みの⽅向性
⼤阪府内では農空間で活動する団体（平成27年度末74団体） 年々増加     府⺠ ニーズとして、農体験をし
たい、仕事をしながら半農半×的に農業をしたいなど農空間に対する期待が増加しており、⼀⽅、地域のニーズとして、活動
⽀援ボランティアがほしいなどの要望が⾼まっており、それらの橋渡しが求められている状況。今後、農家 地域住⺠    
く広く府⺠（学⽣ 若者 都市住⺠ 事業者等） 農空間を通じて⾷を学び⾃然にふれあえる活動に気軽に参加できるよ
う 体制    ⾏     

地域

◆具体的内容
◇農空間で活動する団体をゆるやかにつなげる『農空間保全活動プラットフォーム』を設置
 府⺠ 参加       各活動団体 取 組         対  ⽀援体制 構築
・企業が農業農空間へCSR 福利活動 実践  ⽀援 相談窓⼝ 設置

≪⾏政          ⽀援策  ≫
○都市住⺠ 農空間 魅⼒ 発信  取組 推進
 府⺠ 農業農空間 楽  交流        発信 相談窓⼝ 設置
 遊休農地 再⽣作業  農空間 保全活動 都市住⺠等 応援    仕組 （農空間応援隊） 設置
・都市部での活動PR、農空間保全活動により収穫した地域特産品の販売などを実施
→ 農空間ウォーキング、棚⽥のライトアップ、農空間応援隊の募集、特産品マルシェの開催など

○農家 地域住⺠ 府⺠（若者 都市住⺠ 事業者等） 協働   農 活   地域    推進
 農業農空間 愉   交流  場 開設⽀援（農家 事業者等向 ）
・企業のCSR活動のフィールドの提供、⼩規模な基盤整備の⽀援、企業に地域のサポーターになってもらう取組⽀援
→ 都市住⺠ 活動   遊休農地 再⽣利⽤ 条件不利地 基盤整備など

○農空間での⽣活を⽀える環境づくり、多様な機能の継続的な発揮
 農業⽤⽔ 農業⽤  池   活⽤  防災訓練  地域⼒向上 取組 
・仕事、住まい、コミュニティをサポートする中間⽀援機能の確保
→ 防災農地 防災活動協定 推進 道普請 空 家 古⺠家 活⽤  

◆期待される効果
○農空間の保全・活⽤ ○⽣産振興・地産地消の推進 ○府⺠ 安全安⼼ 確保 ○地域⼒向上

《取り組みイメージ》
○各活動団体は、農空間保全活動プラットフォームから活動（⼈的、経済的）、イベント企画などの⽀援を享受
○⼤阪府は市町村等と連携しつつ、地域のコーディネーターとなり、農空間保全活動プラットフォームを⽀援
○都市住⺠ ⼤学 企業等          介  保全活動 参画

【B地域】
農家、地域住民等 【C地域】

農家、地域住民等
【A地域】

農家、地域住民等

≪農空間保全活動プラットフォーム≫

【行政】
大阪府、市町村
農業委員会 等

地域住民、都市住民による農
道づくり（道普請）

都市部での特産品マルシェ
の開催

地域住民、都市住民による
農作業の推進

地域住民、都市住民が地域の将来
像を検討

【都市住民・企業等】
府民ボランティア、企業

NPO、大学 等

67



3 ① 農を活かした地域協働活動の推進

◆取り組みの⽅向性
・基盤整備 新  産地形成等 取組 ⾏  農 活性化 営農環境 改善 地域       強化 図  次 担 
⼿に「つなぐ」、持続可能な地域づくりを推進
 地域    ⾏ 保全活動  ⾃助努⼒    地域     促  共  農作業体験      府⺠  交流活動 
通    地域  愛着 持 府⺠等 増   地域   担 府⺠ 増  取組 推進

地域

◆具体的内容
◇農空間づくり協議会や農空間づくりコーディネーターによる地域の特性に応じた地域づくりなどの取組を推進
・産地形成、ブランド品⽬の栽培への取組⽀援
・景観形成 古⺠家  地域      活   地域   
 農作業 通  都市農村交流   空 家対策 定住促進 取 組 
 農業施設（⽔路   池 農道） 保全活動 通  地域   
・地域づくりに取組む団体に対し、サポートする企業等を増やす。（地域サポーターや農業参⼊企業の）
・遊休農地を増やさない取組
 市⺠農園 福祉農園 学習農園等の開設を増やす。

◆期待される効果
・農業の⽣産性の向上
・農村環境の向上（地域の賑わい、空き家の解消・活⽤など）
 農村 地域⼒向上（農 活   地域       醸成）
 集落機能 維持 新         形成

《取り組みイメージ》

地域の将来について話合い
（農空間づくりプラン・地域コーディネーター）

活⼒系

援農サポーター

道普請 学習農園

基盤整備

収益 向上   集落
営農の取組（イメージ）

伝統⽂化の継承
や農を活⽤した
体験ツアー

産地形成、６次産業化
ブランド化（イメージ）

保全系

Step up!

保全活動 都市住⺠  交流
を通じて、新たな担い⼿の定住
促進等に取組、農で地域を盛
り上げていく機運を⾼める
（活⼒系  移⾏ 期待︕）

都市住⺠ 定着
企業・⼤学との連携
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3 ① 地域⼒   安全安⼼ 確保

◆取り組みの⽅向性
近年 頻発  ⼤規模 ⾃然災害  府⺠ ⽣命 財産 守      池 ⽔路等 農業⽤施設 対  従来
のハード対策に加え、ため池ハザードマップの作成や防災訓練などのソフト対策を農業者 府⺠ 府 市町村等   
まな主体が連携  総合的 実施       地域防災⼒ 向上 安全安⼼ 確保 図  
都市部の農地は農業⽣産の場であるとともに貴重なオープンスペースであるため、災害発⽣時の⼀時避難地や仮設
住宅⽤地   利⽤  防災農地登録制度 推進   
災害時    池等 農業⽤⽔ ⽣活雑⽤⽔    利⽤     ⽬的   府 市町村 ⼟地改良区等   
防災協定の締結を推進する。

地域

◆具体的内容
ため池防災・減災アクションプランに基づく防災減災の取組の推進

• 下流影響 ⾼   池 対     池 耐震性診断 調査         作成等 実施 
• ⽼朽度 ⾼   池 対   下流影響   池規模等   優先基準 踏  改修 実施 
•   池管理者 防災 減災意識 醸成 取組  促進         池防災 減災取組        啓発 

実施。

都市環境に配慮した⽤排⽔施設における防災減災の取組の推進
• 都市化 進 地域     貴重 ⽔辺   農業⽤⽔路 ⽼朽化対策    都市環境 配慮  改修 実施 

防災農地登録制度 防災協定の推進等農空間を活⽤した防災減災の取組の推進
• 災害時    住⺠ 安全確保及 復旧活動 円滑化 図 ⽤地 確保     避難空間 仮設住宅建設⽤

地 復旧⽤資材置場等   活⽤   農地  農家  協⼒         登録する。
• ⼤規模災害時    池 農業⽤⽔路 農業⽤⽔ 防災活動 ⽣活雑⽤⽔   活⽤  協定 市町村 ⼟地

改良区 ⼤阪府等 締結   

◆期待される効果
• 安定した農業⽤⽔の確保
•   池 農業⽤⽔路等 損傷   被害 防⽌ 軽減 
•   池 低⽔位管理 防災訓練  ⼤規模災害時 想定  ⾃主的 減災対策 促進 
• ⼤規模災害時    ⼀時避難場所 延焼遮断帯 仮設住宅⽤地   防災拠点 確保 

《取り組みイメージ》

耐震補強⼯事（押え盛⼟）⽼朽  池改修

防災協定に基づく防災訓練

ため池ハザードマップ

農業⽤⽤排⽔路改修 防災農地
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